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本論文で用いた主な記号および用語 
 
（a）主な記号 
βd ：設計すべり/降伏耐力比 
βe ：すべり/降伏耐力比（すべり耐力試験値） 
γd ：設計母板 /連結板耐力比 
γf ：荷重伝達率 
ζ ：すべり耐力比（建築分野） 
λ ：すべり係数低減率（建築分野） 
μ0 ：摩擦係数 
μd ：設計すべり係数 
μ ：すべり係数（すべり耐力試験値） 
σx ：軸方向応力の板厚方向平均値 
σx' ：断面平均応力 
σy ：母板の降伏応力 
σy
' ：連結板の降伏応力 
σyy ：接触面の垂直応力 
  ：相当せん断応力 
τ1, τ2
 
：接触面上の互いに直交するせん断応力成分 
φs ：すべり耐力補正係数 
d ：ボルト孔径 
dj ：ボルト呼び径 
e1 ：縁端距離 
e2 ：幅縁端距離 
L ：継手長さ（連結板中央から連結板端部までの距離） 
Lj ：継手長さ（内側と外側のボルト中心の間隔） 
m ：接合面の数 
n ：ボルト本数 
N0 ：設計ボルト軸力 
N1 ：ボルトの導入軸力 
N1i ：i 番目ボルトの導入軸力 
N ：試験前ボルト軸力 
NSL ：設計すべり耐力 
p ：ボルト中心間隔 
P1 ：母板断面 1 の軸方向作用力 
P2 ：母板断面 2 の軸方向作用力 
PSL ：すべり荷重 
PFY ：降伏耐力（すべり耐力試験値） 
PFYn ：設計降伏耐力 
iv 
 
t1 ：母板厚 
t2 ：連結板厚 
W ：板幅 
 
 
（b）主な用語 
ボルト列数 ：継手の片側のボルト本数（図-1） 
 
図-1 ボルト列数（8 列の場合） 
摩擦係数 ：2 つの物体の接触面にはたらく摩擦力と、接触面に垂直に作用す
る力との比。垂直に作用する力 P と摩擦力 F は比例し， 
          F = f·P 
  の関係がある．このときの比例係数 f が摩擦係数である． 
ボルト軸力低下率 ：導入軸力に対するボルト軸力の低下率 
       
1
1
N
NN 
             
  ここで，N1：導入軸力，N：ボルト軸力 
ボルト 1 本あたりの 
分担摩擦力 
：図-2 に示すボルトごとに領域分割した母板表面に発生するせん
断応力の合計値 
 
図-2 ボルトごとに分割した接触面の領域 
 
断面力の分担率 ：母板（連結板）の断面力を引張荷重で除した値 
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内側相対変位 ：図-3 に示す継手内側における母板と連結板の変位量の差 
    
 
（a）板厚方向における測定位置 
        
 
（b）板幅方向における測定位置 
図-3 相対変位測定位置（解析） 
中央相対変位 ：図-3 に示す継手中央における母板と連結板の変位量の差 
外側相対変位 ：図-3 に示す継手外側における母板と連結板の変位量の差 
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第 1章 序論 
 
 
1.1 高力ボルト摩擦接合継手の現状 
 近年，部材の合理化を図った鋼橋の普及により，板厚 50mm を超える厚板鋼板を使用する事例が増加
している．現在，鋼橋における鋼板の接合方法には，主に溶接継手と高力ボルト摩擦接合継手の 2 種類
が用いられる．溶接接合は，厚板になるほど多層溶接となり品質管理や現場工期が課題として挙げられ
る．一方，高力ボルト摩擦接合継手は，部材の厚板化により連結部の継手自体も大型化するため，ボル
ト列数が増加する傾向にある．図-1.1.1，図-1.1.2 に橋梁の多列高力ボルト摩擦接合継手の例を示す． 
 このような大型継手では，ボルトが長尺化すること，多列化することから，高力ボルトのリラクゼー
ション特性，厚板鋼板，ボルト列数の多列化がすべり耐力に与える影響などが未解明であり，不明な点
が残っている． 
  
     
（a）多列厚板高力ボルト摩擦接合継手          （b）継手の拡大図 
図 1.1.1 架設した橋梁の多列厚板高力ボルト摩擦接合継手の例（І桁） 
 
   
図 1.1.2 架設中橋梁の多列厚板高力ボルト摩擦接合継手の例（箱桁） 
 
 
 
多列継手部 
片側 7 列 
片側 10 列 
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1.2 高力ボルト摩擦接合継手の限界状態 
 高力ボルト摩擦接合継手の限界状態は，以下に示すように 2 つに大別されている． 
（1）母材の降伏前に母材と連結板との接触面においてすべりが生じるすべり限界 
（2）接触面ですべりが生じる前に純断面で母材が降伏する降伏限界 
 この 2 つ限界状態は，互いに独立したものではなく，すべり先行型では，すべり限界に至る後，母材
はボルトとの支圧状態に移行し，母材は降伏する．また，降伏先行型では，母材の純断面での降伏限界
に至る後，板厚の減少によりボルト軸力が減少し，すべりが発生する． 
 摩擦接合におけるこれら 2 つの限界状態に対して，これまでにも数多くの研究がなされており，研究
成果の蓄積が進んでいる．土木分野においては，秋山ら（1.1），西村ら（1.2）は接触面が無塗装の場合の実
験結果をもとに，すべり強度の設計値と降伏強度の公称値との比であるすべり/降伏耐力比 β を定義し，
β>0.7 からすべり係数が減少すると報告している．一方，建築分野では，すべり耐力と母材純断面積か
ら決定される降伏耐力との比であるすべり耐力比 ζを定義し，数多くの実験データをもとに，ζ>0.8 から
すべり係数が減少すると規定している（1.3）．さらに，亀井ら（1.4）は，β=1.4～1.6 付近が降伏限界とすべ
り限界の遷移領域であり，β>1.6では降伏先行型，β<1.4ではすべり先行型に分類できると提案している．
山口ら（1.5）は，このすべり限界と降伏限界の 2 つの限界状態区分を明確にすることを主な目的として，
過去の高力ボルト摩擦接合すべり実験のデータを基に統一的な評価法により，図-1.2.1 に示すように β
とすべり係数との関係を再整理している．図-1.2.1 に示している継手の対象は，片側ボルト列数が 10 列
以下，フィラーや肌隙がない継手であり，接触面処理は限定していない．図の縦軸はすべり係数比で，
横軸はすべり/降伏耐力比 βである．すべり係数比は，それぞれの接触面処理において基準と判断される
試験体から求められた基本すべり係数によって無次元化されている値である．図より，β が大きくなる
につれて，すなわち，降伏先行型になるにつれてすべり係数のばらつきが小さくなっていること，およ
び βが 0.8～1.0 の範囲においてすべり係数低下率の低下の度合いが変化することが報告されている．こ
のように，すべり/降伏耐力比 βが 0.80 と 1.0 より小さい領域からすべり係数の低下の傾向が認められ，
主として母材のボルト孔周辺の降伏によるボルト軸力低下が主な原因と考えられている． 
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図-1.2.1 βとすべり係数低下率との関係（1.5） 
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このようなすべり耐力の低下に関して，すべり耐力もしくはすべり係数の補正式がいくつか提案され
ている．秋山ら（1.1），西村ら（1.2）は，既往の実験結果の調査を行い，道路橋示方書に規定される黒皮除
去後の粗面に対して以下のすべり耐力補正係数φsの評価式(1.2.1）を提案している．  





)0.17.0(4.028.1
)7.0(0.1


s
s               （1.2.1） 
   
 鋼構造接合部設計指針（1.3）では，β と同様な値としてすべり耐力比 ζ を定義し，すべり耐力補正係数
と同義のすべり係数低減率 λを提案している． 
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1.3本論文に関連する既往の研究 
 
1.3.1 実験的研究 
 
（1）高力ボルトの首下長さに関する研究 
 厚板鋼板に高力ボルト摩擦接合を用いた場合のすべり耐力について，これまでいろいろな研究が行わ
れている．古くは締付厚さの大きい継手として重ね板への適用に対する検討がなされ，それらの成果が
文献（1.6），（1.7）で紹介されている．それらによると締付厚さは 200mm 程度までではすべり係数にそ
れほど影響せず，むしろ締付力の確実な導入に問題が多いとまとめられている． 
継手の締付厚さに関連する高力ボルトの最大首下長さは，JIS B 1186（1.8），JSS Ⅱ09（1.9）に規定されて
おり，その値を表-1.3.1 に示す．この基準寸法に準拠すれば，例えば M22 の高力ボルトを用いる場合の
部材の最大締付け厚さは 120mm となる．部材の最大締付け厚さが大きいと最初に締付けたボルトが緩
む度合いが大きいので，①予備締めを 2回以上に分けておこなう，②予備締めの軸力を締付け軸力の 80%
程度とするなどの処置を講じるのがよい（1.10）とされている． 
 
表-1.3.1 高力ボルト最大首下長さと最大締付け厚さの一例（1.11） 
M20
M22
M24
M27
M30
M36
105
120
135
150
165
195*
35
40
45
50
55
65
140
160
180
200
220
260*
ねじの呼び 最大首下長さ
(mm)
高力六角ボルトの
締付け厚さ加算量
(mm)
最大締付け厚さ
(mm)
 
     表中*印で示す数値については，JISおよび JSSに規定がないことから推定値を示す． 
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（2）厚板高力ボルト摩擦接合継手に関する研究 
 高力ボルト摩擦接合継手の板厚を着目した既往研究について，以下のすべり耐力試験が行われた．土木
研究所で行われた M22 の高力ボルトを用いたすべり耐力試験（1.12）では，試験体の板厚を変化させた試
験体を用いて，すべり耐力試験を実施し，連結板の板厚が大きくなるとすべり耐力が低下することが報
告されている．南ら（1.13），（1.14）は，締付け厚が 43mm と 116mm の試験体を用いて，すべり耐力試験を実
施し，締付け厚 116mm の方が 43mm に比べて 1 割程度大きいすべり係数を得ている．谷平ら（1.15）は，
45mm 厚のフランジに，40mm のカバープレートを 2 枚重ね合わせた試験体を用いて，すべり耐力試験
を行い，0.4 以上のすべり係数を得ていることを報告されている．また，馬場ら（1.16）は M24 と M30 の
太径多列高力ボルトを用いて，母板厚 65mm までの摩擦継手試験を実施した．結果として，ボルト列数
3～18 列の範囲において，連結板の板厚 34mm までは，すべり係数 0.5 が確保され，ボルト列数 12 列の
場合，連結板として 19mm の板を 2 枚を用いて，片側の連結板の板厚が合計 38mm になった場合，0.5
を確保できないという結果を報告されている．名古屋高速道路公社（1.17）では，接触面はショットブラ
スト後赤錆で，継手の締付厚さ 171mm，S10T，M24 の高力ボルトは片側 2 本を用いたすべり試験を行
い，すべり係数 0.588 を得ている．本州四国連絡橋における首下長さの使用実績の最大値は M22 では
155mm，M24 では 190mm，M30 では 215mm となっている（1.18）． 
 
（3）多列高力ボルト摩擦接合継手に関する研究 
 高力ボルト摩擦接合継手では，配置されるボルト本数に応じてすべり耐力が変化することから，多列
ボルトに関する検討がすべり耐力試験を中心に行われてきた．田島（1.6）は，過去に行われた実験結果を
もとにボルト列数が 6 列までの継手では摩擦抵抗はほぼ一定と考えてよいとしている．さらに，ボルト
列数がこれより多くなるとすべり係数の低下が認められるが，すべり発生時の応力が高くなることもあ
り，すべり耐力の低下については一概には言えないとしている．港大橋工事誌（1.19）では，接触面はシ
ョットブラストで，母板厚 75mm，高力ボルト M24 と M30 の試験体を用いて，ボルト列数が 20 列まで
の引張実験が行われ，12 列までのすべり係数は 0.4 以上となっており，16 列と 20 列のすべり係数も 0.4
前後となっているため，継手長さによるすべり係数の低下の傾向は認められなかったと報告されている．
佐伯ら（1.20）は，接触面を無塗装とした試験体を用いてすべり耐力試験を実施し，それを検討しており，
その結果は昭和 55 年の道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編（1.21）以降の解説に反映されている．すなわち，
「ボルト継手の連結長が長すぎるとボルトに作用する力が著しく不均等になることに配慮し，ボルト列
数 12 列程度まではすべり耐力が低下しないという実験例もある」とした上で，「ボルト列数は無理のな
い範囲で 8 列程度以下とするのがよい」と記述されている．その後，土木研究所では，母板厚が 35mm，
連結板厚が 19mm で，接触面をブラストした試験体を用いてすべり耐力試験を行っている（1.12）．結果と
して，ボルト列数 10 列以上の継手に対し，高力ボルトの破断が生じたことを報告した．したがって，
昭和 55 年の道路橋示方書・同解説Ⅱ（1.21）における最大ボルト列数 8 本の規定が妥当であることを確認
している． 
海外の基準 ECCS（1.22）によって，使用限界状態ですべりが発生しない継手において，多列ボルトの場
合，式（1.3.1），および図-1.3.1 に示すように，低減係数をかけ，耐力を低減するとしている．なお，耐
力はすべり強度ではなく，ボルトの支圧強度またはボルトのせん断強度である．なお，多列ボルトの基
準は，ボルト列数ではなく，ボルトの呼び djに対する継手の接触面の長さの比で与えられており，図-1.3.2
に示すように最も内側と外側のボルト中心の間隔が，15dj以上の場合に低減係数が適用される． 
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図-1.3.1 低減係数（1.21） 
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             図-1.3.2 継手長さ Ljの取り方  
 
Eurocode（
1.23）では，カテゴリ B（使用限界に対してすべり限界で規定する継手）の長い継手に対して，
ECCS（
1.22）と同様に図-1.3.2 に示すように継手長さ Ljをとり，式（1.3.2）で示す低減係数が規定されて
いる．カテゴリ B の基準として，終局状態のせん断力 F が，ボルトのせん断耐力，支圧耐力以下となる
こと，および使用限界状態のせん断力 F が，使用限界状態に対するすべり耐力を上回らないことを照査
するが，低減係数はせん断耐力に適用される． 
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ここで 
0.1Lf  かつ 75.0Lf  
 
国内の建築分野の鋼構造接合部設計指針（1.3）による多列ボルトの影響の解説では，応力方向のボルト
本数が 10 本以下の場合にはすべり耐力の低下はほとんど生じないとされている．また，ボルト本数が
10 本を超える場合は，各ボルトの負担する摩擦力が不均等になり，すべり耐力を低減する必要があると
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規定されている．高力ボルト摩擦接合継手の設計・施工・維持管理指針（案）（1.10）による多列ボルト継
手の耐力の補正では，鋼構造接合部設計指針と同じように，すべり耐力の低減係数（式 1.3.3）を参考に
同じ式を使っている．その低減の方法として，ECCS（1.22）の低減係数の評価式が提案されている． 
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ここで 
β：多列ボルトの影響を考慮したすべり耐力の低減係数，dj：ボルトの呼び径 
Lj：最外縁ボルトと最内縁ボルトの中心間距離 
 
 道路橋示方書でのすべり耐力の低減係数（1.24）は，設計上の簡便性も考慮してボルト列数で与えられ
るのに対し，ここで整理した各基準の低減係数は継手長さで与えられている．そこで，海外基準の ECCS，
Eurocode と国内基準のすべり係数の低減係数とを比較するために，橋梁で用いられる継手を対象として，
ボルト中心間隔を道路橋示方書で定められている最小間隔である 75mm とし，使用するボルトを M22
とした場合の海外基準と国内基準の低減係数の比較を図-1.3.3 に示す． 
 この図より，道路橋示方書の低減係数は，他の基準と比べ，やや大きく，すべり耐力の評価としては，
海外基準よりも高めとなっている．ただし，海外基準については，Eurocode ではボルトのせん断強度，
ECCS ではすべり耐力ではなく，ボルトのせん断や支圧強度に適用するものとされており，すべり耐力
を基準に定められた道路橋示方書の低減係数よりも低くいのは当然とも判断できる．海外基準を参考に
定めた建築の基準では，これらを参考にすることで安全側のすべり耐力を与えている． 
一方，直線の傾きについては，道路橋示方書のそれと海外基準のそれとの間に大きな差異はなく，継
手長さ，もしくはボルト列数の増加に伴ってすべり耐力が低下する度合いについては同様の評価となっ
ている． 
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図-1.3.3 ボルト列数に対する低減係数の比較 
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（4）太径ボルトおよび超高力ボルトを用いた摩擦接合継手に関する研究 
 馬場ら（1.16）は，接触面に無機ジンクリッチペイントを塗装した場合の多列継手を対象に，母板厚 65mm，
ねじの呼び M30 の太径ボルト継手の試験体（図 1.3.1）を用いたすべり耐力試験を行い，ボルト列数を
18 列まで変化させた場合，6 列から 12 列の間ですべり係数が低下するものの，18 列の場合のすべり係
数が 12 列の場合のすべり係数を上回っていたことから，多列となる場合にすべり係数が低下すること
は断定できないと示している．玉越ら（1.25）は，母板厚 75mm の厚板鋼板に対し，トルシア形超高力ボ
ルト（SHTB と呼ぶ，S10T の 1.5 倍耐力を持つ）でねじの呼び M22 を用いた試験体に対してすべり耐力
試験を実施し，ボルト列数が 12 列の場合のすべり係数が，8 列の場合に対して下回る結果を報告してい
る． 
  
1.3.2解析的研究 
 解析的研究としては，脇山ら（1.26）（1.27）は高力ボルト自体を対象として，ねじ形状やボルト軸のナッ
トとの嵌め合い部における荷重分担に関して研究を行っている．その研究では，解析対象が高力ボルト
自体やボルト孔周辺の応力集中など局所的な挙動に限定されていることが示している．秋山（1.28），藤本
ら（1.29）は，20 節点アイソパラメトリック立体要素を用い，引張荷重が作用する摩擦接合継手の母板の
軸方向応力および変形特性の解明を目的とし，解析モデルは 2 面せん断の摩擦接合継手を対象とした弾
塑性有限要素解析を行っているが，摩擦面のモデル化において，母材と連結板の実節点を共有すること
により有効摩擦面を表現しており，母材純断面の降伏が発生する荷重レベルまでの挙動しか再現できて
いない． 
 長嶋（1.30~1.34）は，主すべりが生じるまでの挙動に着目し，剛体-バネモデルを基に，複数の半剛体とこ
れらを連結する伸びバネおよびせん断バネによりモデル化し，解析が行っている．この解析の手法によ
り，継手自体のモデルが簡素であり，プレートガーダーの継手部など大型構造物の全体的挙動の解析が
可能となる．しかし，初期ボルト軸力の導入が鋼板へ与える影響，鋼板の局所降伏，継手の部分すべり，
および接触面における母材と連結板の相互作用など，継手特有の挙動を詳細に表現することに対しては，
解析対象のモデル化が十分ではないことを示している． 
亀井らは，弾塑性有限要素解析プログラム（1.35）~（1.37）を用いて，多列高力ボルト摩擦接合継手のすべ
り強度低減に着目し，ボルト列数，ボルト中心間隔，すべり/降伏耐力比 β，連結板/母板降伏耐力比 γの
などをパラメータとして検討を行っている．そこでは，すべり荷重の低下を継手長さではなく，ボルト
列数との関係で議論し，5 列以上の多列ボルト配置に対して，式（1.3.4）に示すすべり荷重の低減式を
提案している．しかし，亀井らの研究は，9 列までを対象としており，10 列を超える多列継手について
は議論されていない．  
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ここで 
PSL：すべり荷重，PBSL：基本すべり耐力， NSL ：すべり耐力の設計値， 
NBSL：基本すべり耐力の設計値，Row：ボルト列数，λ：強度低減係数 
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一方，図-1.3.3 により，亀井らの低減係数は他の基準と比較すると，低下し始めるボルト列数が小さ
いこと，および同じ列数で，例えば 4 列の場合，他の基準と比べ，亀井らの低減係数の方が 8％大きく
なることを示している． 
 Yong ら（1.38）は，有限要素解析コード ANSYS（1.39）を用いて，矩形配置の高力ボルト摩擦接合継手の
すべり挙動を検討した．その結果，各ボルトの伝達荷重は不均一で，継手の接触面における接触圧力の
作用範囲はボルト孔の 2.7~3.0 倍であることを議論しているが，列数の違いによるすべり係数の変化に
ついては議論されていない．また，研究対象は，3 列までの母板厚が 20mm である継手のみであるが，
厚板多列継手について議論されていない． 
 このように，厚板かつ多列の場合を対象とした厚板多列継手のすべり耐力試験は，太径ボルトや超高
力ボルトを対象とした上述の 2 事例のみであり，広く一般的に使用されているボルト（M22，F10T）で
の 8 列以上のボルト継手の試験例は報告されていない．または，高力ボルト摩擦接合継手を対象とした
解析的研究は，ボルト列数が最大で 9 列までを議論しており，厚板かつ多列継手を対象とした議論はな
されていない． 
 
 
1.4 本論文の目的および概要 
 本論文では，これらの既往の研究成果およびその背景を踏まえ，多列厚板高力ボルト摩擦接合継手の
すべり挙動の解明およびすべり係数の定量的評価を目的として，すべり耐力試験および FEM（1.40）解析
を行った． 
 本論文の研究フローを，図-1.4.1 に示す．厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり係数の低下を評
価するためには，すべり挙動の理解，すべり係数低下特性の把握およびその低下原因の解明が必要であ
る．そこで，本論文では，図-1.4.1 に示すフローに従って研究を実施することとした．特に，厚板多列
継手の荷重伝達機構を FEM 解析により詳細に検討し，それによってによってすべり係数の低下要因を 
 
目的：厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動の解明，およびすべり係数の評価
第2章
縮小模型実験の結果
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図-1.4.1 研究フロー 
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解明した上で，すべり係数の低下を定量的に評価することを試みる． 
 本論文では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動の解明およびすべり係数低下の把握のた
め，板厚が 75mm まで，ボルト列数が 12 列までを対象としたすべり耐力試験を行つた．得られた試験
結果をもとに，厚板多列継手のすべり挙動を解明し，板厚，ボルト列数，すべり/降伏耐力比 βなど構造
諸元によってすべり係数がどのように低下するのかを検討している．さらに，これらの結果を踏まえて，
摩擦接合継手の設計法に関する現行規定の見直しを提案する．また，多列配置継手のすべり係数低下の
原因を解明するため，厚板多列継手の試験体を参考に作成した解析モデルを対象とし，FEM 解析を行っ
た．解析結果によって，ボルト配置，断面形状とボルト列数などの各種構造要因ですべり係数を評価す
る． 
 本論文は 6 章で構成されるが，各章の概要は以下の通りである． 
 第 1 章は，高力ボルト摩擦接合継手の大型化・多列化になること，高力ボルト摩擦接合継手を対象と
した既往研究，および本論文の目的と各章の概要について述べている． 
 第 2 章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動の解明を目的として，ショットブラスト
で表面処理した縮小模型のすべり耐力試験を行っている．すべり耐力試験の試験体は，母板厚 50mmで，
ボルト列数が 12 列まで，すべり/降伏耐力比 β，ボルト列数，ボルト孔，断面形状などをパラメータと
して，設定している．すべり耐力試験の結果によって，荷重-相対変位関係，母板および連結板のひずみ
変化，ボルト軸力変化などのすべり挙動を解明している．さらに，ボルト列数とすべり係数の関係によ
って，ボルト列数の増加に伴ってすべり係数が低下し，すべり係数の低下率は ISO/TC，亀井らなどの
基準との比較について議論している． 
 第 3 章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象とし，有限要素コード Abaqus を用いて，解析
を行う必要がある．ことによって，解析モデルの妥当性について検討を行っている．ボルト列数 8 列と
12 列のすべり先行型，および 12 列の降伏先行型の解析結果は，実大模型実験の結果との比較し，おお
むね一致していることを確認し，本研究の目的のためには本解析モデルが妥当性であると結論づけてい
る．さらに，すべり耐力試験の結果に基づき，解析におけるすべり定義を提案している． 
 第 4 章では，多列配置継手におけるすべり係数低下の原因，およびボルト列数，母板の断面形状，す
べり/降伏耐力比 βなどがすべり挙動に与える影響を解明するため，第 3 章で検討した解析モデルを用い
て，FEM 解析を行っている．解析モデルは，実大模型実験の試験体を参考に，母板厚 75mm まで，ボル
ト列数 12 列までで設定している．解析結果から，厚板多列継手のすべり発生のメカニズムを解明し，
多列配置におけるすべり係数低下の原因を明らかにしている． 
 第 5 章では，各種構造因子がすべり係数に与える影響，およびすべり係数を継手長さとそれに関連し
た構造パラメータで評価するため，FEM 解析を行っている．本章では，ボルト中心間隔，ボルト配置（一
行配置と千鳥配置），すべり/降伏耐力比 βをパラメータとして，ボルト中心間隔とボルト列数を考慮し
た継手長さ L，すべり係数に与える影響が大きい構造因子とした板幅 W，βにより，すべり係数を統一
的に評価している．結果として，すべり係数は，継手長さ L，板幅 W の補正係数 α，βの増加すると低
下することを示している． 
 第 6 章では，本論文で得られた結論をまとめるともに今後の課題を述べている． 
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第 2章 厚板多列継手のすべり挙動に関する縮小模型実験 
 
 
2.1 まえがき 
 厚板多列高力ボルト摩擦接合に対し, 高力ボルトの長尺化とボルトのリラクゼーション特性，連結板
の初期不整の影響，ボルト列数の多列化に伴うすべり係数の低下など，継手部の力学的挙動に不明な点
が残っている． 
 
（1）高力ボルトの長尺化 
 極厚鋼板の摩擦接合に用いる高力ボルトは，これまでに一般的に用いられている高力ボルトと比べて
首下長さが長くなる．被接合部材厚にもよるが，その製造法も一般的な製造法である冷間鍛造ではない
場合もある．したがって，このような高力ボルトの力学的性質（強度，変形性能，クリープ特性）を明
らかにした上で，ボルト軸力の経時挙動を明らかにする必要がある．これは，鋼板厚，塗膜厚とその種
類，ボルトのクリープ特性などと密接に関連している． 
 太径・長尺ボルトについては，南ら（2.1）は 50mm の厚鋼板を想定した M36（首下長さ 175mm）の太
径ボルトを用いたすべり実験を行い，リラクゼーションによるボルト軸力低下は長尺ボルトにおいて小
さく，ボルト径による影響は少ないこと，すべり係数はすべり先行型継手及び，すべり・降伏混在型継
手のほとんどで 0.6 を満足し，標準ボルトと比較しても太径ボルトや長尺ボルトのすべり係数は若干高
くなる傾向が認められることを明らかにしている． 
 
（2）ボルト列の多列化 
厚板鋼板の摩擦接合では，伝達すべき断面力も大きく，必要なボルト列数の増加が予想される．その
ため，従来以上の多列ボルトとなることが予想される．この場合，すべてのボルトが均等に荷重伝達に
関わることを想定するのは困難であり，ボルト列数の増加と継手のすべり耐力の増加が線形関係とはな
らない．したがって，板厚および列数とすべり耐力の低下の関係を明らかにする必要がある． 
 ISO（2.2）や亀井らの研究（2.3）において，多列ボルトに関するすべり強度の低減係数λが，ISO では継
手長さ（最外ボルトと最内ボルトの距離 Lj）とボルト孔径 d の比 Lj／d の関数として，亀井らではボル
ト列数 Row の関数としてそれぞれ提案されている．しかし，亀井らの提案式は FEM 解析に基づく 9 列
までの解析結果をもとにしており，9 列以上の継手に対するすべり耐力の低減係数 λについての議論は
なされていない． 
 ここでは，上述の現状および解決すべき事項を踏まえ，特にボルト列数とすべり耐力の関係に注目し，
ボルト列数，すべり／降伏耐力比 β，母板および連結板の降伏強度をパラメータとしたすべり耐力試験
を行う．そして，試験結果をもとに，ボルト列数とすべり耐力の関係について議論し，ISO や亀井らの
すべり耐力の低減式の妥当性についても言及する． 
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2.2 試験体 
2.2.1 すべり耐力試験の概要 
 本すべり耐力試験は，土木学会で制定された高力ボルト摩擦接合継手の設計・施工・維持管理指針（案）
（2.4）に示されている標準すべり試験に従って行うことを基本とする．すべり耐力試験の試験体は実物の
継手構造を模擬し，M24 高力ボルトで母板の厚さが 75mm の高力ボルト摩擦接合継手を想定した上で，
用いる試験機の載荷能力を考慮し，M16 高力ボルト，母板厚 50mm の縮小モデル（縮尺率：3 分の 2）
とした． 
すべり耐力試験は, 母板と連結板を高力ボルトで締付け, 摩擦接合とした後，母板の両端に引張荷重
を載荷する．その後，すべりもしくは母板の降伏後，支圧状態に至るまで載荷する． 
 
2.2.2 試験体の設計 
表-2.2.1 に，すべり耐力試験の試験体の内訳および構造諸元を示す．試験体名の最初の英数字はボル
トの呼び径を，次の数字がボルト列数を，そして，最後の数字がすべり／降伏耐力比 β を表している．
例えば，M16-4-0.72 は，呼び径 M16 のボルトが 4 列配置され，すべり／降伏耐力比 βが 0.72 であるこ
とを表している．なお，試験体名の最後の数字に英字が付く場合がある．その場合の英字 S は標準のボ
ルト孔よりも相似率を考慮してより小さい孔を開けていることを示している．また，最後の英字の L は
母板厚が 65mm であることを表している． 
試験体の設計では，すべり先行型と降伏先行型の 2 種類を基本とし，すべり／降伏耐力比 βを，すべ
り先行型の場合，0.72，降伏先行型の場合，1.3 とした．すべり／降伏耐力比 βの定義を式（2.2.1）に示
す． 
 
ytdW
Nnm






1
0
)(
                           (2.2.1) 
ここで 
β：すべり／降伏耐力比，μ：設計すべり係数（＝0.4），m：接合面の数（＝2），n：ボルト列数，
N0：設計ボルト軸力，W：板幅，d：孔径，t1：母板厚，σy：降伏応力 
 
表-2.2.2 に, 本すべり耐力試験で設定した 4 つの比較項目に対する試験体間の関係を示す．表中の比較
項目 1~4 の詳細について以下に述べる． 
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表-2.2.1 試験体の内訳と構造諸元(設計値) 
 
 
表-2.2.2 試験体の比較項目のまとめ 
 
＊表中の同じ○数値の試験体どうしを比較することである 
 
比較項目 1（表中の①） 
高力ボルト径とその孔径に着目し，試験体の相似性について議論する．なお, 列数による影響を排除
するためボルト列数は 4 列としている． 
比較項目 2（表中の②と③） 
ボルト孔径，すべり／降伏耐力比 βを共通とし, ボルト列数の影響に注目する． 
比較項目 3（表中の④と⑤） 
ボルト列数、ボルトの孔径を共通とし, すべり／降伏耐力比 βの違いに注目する． 
比較項目 4（表中の⑥） 
ボルトの等級
ボルト呼び径
孔径d（mm） 17.7 18.5 18.5 18.5 18.5 18.5 18.5
ボルト列数 4 4 8 8 12 12 8
すべり／降伏耐力比β d 0.71 0.73 0.72 1.29 0.72 1.29 0.73
母板／連結板耐力比γ d 1.12 1.12 1.20 1.12 1.12 1.12 1.11
設計ボルト軸力N 0（kN)
設計すべり耐力P d（kN) 339 339 678 678 1018 1018 678
設計降伏耐力P FYn（kN) 477 465 937 524 1409 789 930
母板降伏応力σ y（N/mm
2）
母板引張強度σ u（N/mm
2）
母板厚t 1（mm） 50 50 50 50 50 50 65
連結板厚t 2（mm） 28 28 28 28 28 28 36
板幅W（mm） 50 50 82 54 114 72 67
縁端距離e 1（mm）
幅縁端距離e 2（mm） 25 25 41 27 57 36 34
ボルト中心間隔 p（mm）
F10T
16
M16-12-
1.3
M16-8-
0.72L
106
295
490
40
60
試験体名
M16-4-
0.72S
M16-4-
0.72
M16-8-
0.72
M16-8-
1.3
M16-12-
0.72
t
t
t
W
de
e
1
2
2
1
1
2
（a）平面図
（b）側面図
1 ① ①
2 ② ② ③ ② ③
3 ④ ④ ⑤ ⑤
4 ⑥ ⑥
比較項目
M16-4-
0.72S
M16-4-
0.72
M16-8-
0.72
M16-8-
1.3
M16-12-
0.72
M16-12-
1.3
M16-8-
0.72L
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すべり／降伏耐力比 βを共通（0.72）とし，母板の形状の違いによる影響に着目する． 
 
2.2.3 計測項目および計測方法 
 すべり耐力試験における計測項目は，引張荷重，相対変位(母板間, 母板と連結板) ，ボルト軸力およ
び母板・連結板のひずみとした．相対変位は図-2.2.1（a）および図-2.2.2 に示すように，測定範囲が 5mm
のクリップゲージで測定した．ボルト軸力は，ボルト軸部に貼付した 2枚のひずみゲージにより測定し，
図-2.2.1（b）および図-2.2.2 に示すように，測定対象側のボルトのみ測定した．母板と連結板の板厚方
向における中央に貼り付けしたひずみは，図-2.2.1（c）に示すように，鋼板の長さ方向に対して測定し
た．なお，計測は東京測器研究所製の多チャンネル動ひずみ計（DRA30A）を用いて動的に計測してい
る．サンプリング周波数は 2Hz である． 
 
 
図-2.2.1 すべり耐力試験状況および測定状況 
 
 
図-2.2.2 ひずみおよび相対変位の測定位置 
（a）相対変位測定状況
（b ）ボルト軸力測定状況
（c）ひずみ計測状況
140mm
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
②①
ボルト1 2 3・・・
：ひずみゲージ
：相対変位測定位置
①：母板間の相対変位（Relative disp-1）
②：母板と連結板の相対変位（Relative disp-2）
測定対象
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2.2.4 試験体の製作 
接合面は文献（2.4）を参考に，ショットブラスト処理を行った．ボルトの締付けは手動検査用トルク
レンチを用い，軸力とトルク係数の関係を調べた上で，締付けトルクを設定し，トルク管理によって軸
力を管理した．すべり耐力試験は，ボルト締付けから 16 時間後に行った．また，ボルト軸力のキャリ
ブレーション試験では，89 本高力ボルトに実施した試験結果は，応力とひずみ関係から得られたヤング
係数の平均値は 209,808 である．ボルト軸力のリラクゼーション試験では，ほぼすべての高力ボルトに
おいて導入から約 16 時間で 4~7%の低下を確認した． 
 
2.2.5 材料強度試験 
高力ボルト摩擦接合継手に対するすべり耐力試験に先立ち，試験体に用いた鋼材の材料強度試験を行
った．その結果を表-2.2.3 に示す．表中の値は試験片 3 体の平均値である．表より，いずれの材料も JIS
規格を満足していることが確認できる． 
 
表-2.2.3 材料強度試験結果のまとめ（平均値） 
 
 
 
2.3すべり耐力試験結果 
 表-2.3.1 には，すべり耐力試験結果のまとめを示す．ただし，ボルト軸力の管理など明らかに問題と
判断されたものについては平均値の算出から除いた．表中のすべり係数 μdを式（2.3.1）に，μを式（2.3.2）
に，βdを式（2.3.3），βを式（2.3.4）をそれぞれ示す．また，ボルトの軸力低下率は，試験前の軸力とす
べり耐力発生時の軸力の差を試験前の軸力で除したものである． 
 
表-2.3.1 すべり耐力試験結果のまとめ 
 
28 320.0 510.0 0.63 210,900
36 305.1 499.1 0.61 197,300
45 294.4 493.0 0.60 201,600
50 309.0 514.0 0.60 209,000
65 310.0 490.0 0.63 198,000
75 300.0 504.0 0.60 198,100
SM490A
鋼種
板厚t
(mm)
降伏応力σ ｙ
(N/mm²)
引張強度σ u
(N/mm²)
降伏比
 σ y /σ u
ヤング係数E
(N/mm²)
供試体名
M16-4-
0.72S
M16-4-
0.72
M16-8-
0.72
M16-8-
1.3
M16-12-
0.72
M16-12-
1.3
M16-8-
0.72L
すべり荷重P SL (kN) 494.7 532.4 761.7 806.7 1075 1021.5 688.8
設計すべり係数μ d 0.583 0.628 0.449 0.476 0.423 0.402 0.406
変動係数 0.132 0.025 0.079 0.014 0.133 0.039 0.094
すべり係数μ 0.568 0.554 0.512 0.474 0.424 0.399 0.452
変動係数 0.014 0.030 0.046 0.006 0.121 0.029 0.045
母板降伏耐力P FY (kN) 499.0 486.7 981.1 548.5 1475.5 826.6 751.8
軸力(試験前) N  (kN) 119.15 124.00 96.02 108.38 108.58 105.02 96.63
軸力(すべり発生時) N' (kN) 109.42 113 83.58 79.45 98.6 91.74 89.56
平均軸力低下率 0.082 0.091 0.096 0.267 0.092 0.13 0.073
設計すべり/降伏耐力比β d 0.71 0.73 0.72 1.29 0.72 1.29 0.73
すべり/降伏耐力比β 0.99 1.09 0.78 1.47 0.73 1.24 0.92
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ここで，μd：すべり係数（設計ボルト軸力で評価するもの）， 
    μ：すべり係数（試験前ボルト軸力で評価したもの）， 
    βd：すべり/降伏耐力比（設計値），β：すべり/降伏耐力比（すべり耐力試験値），  
PSL：すべり荷重，N0：設計ボルト軸力，N：試験前ボルト軸力，Pd：設計すべり耐力， 
PFYn：設計降伏耐力，PFY：降伏耐力（すべり耐力試験値） 
 
2.3.1 荷重-相対変位関係と母板,連結板のひずみ変化 
引張荷重と母板と連結板間の相対変位の関係の一例を，すべり耐力試験の試験体シリーズごとに図
-2.3.1 に示す．図の縦軸は引張荷重 P を設計すべり耐力の公称値 Pdで無次元化した値 P/Pdを，横軸はク
リップ式変位計で計測した相対変位量をそれぞれ示している．図中の点線はすべり発生時の PSL/Pdを表
している．相対変位の測定位置は図-2.2.2 に示した①, ②である． 
すべり発生は，荷重－相対変位関係において，大きなすべり量(増分量)が生じたとき，すなわち，主
すべり発生時と定義した． 
図-2.3.1 より，荷重－相対変位の関係は，すべり先行型（β=0.72）と降伏先行型（β=1.3）で大きく異
なっていることがわかる．すなわち，すべり先行型の場合，著しい荷重低下とともに変位が大きく増加
しており，ここで主すべりが発生したことがわかる．一方，降伏先行型の場合，母板および連結板の局
部降伏が進展し，相対変位が大きくなるとともに，ある荷重レベルで相対変位が大きく増加しており，
ここで主すべりが発生したと判断できる． 
相対変位の増加の傾向については，すべり先行型および降伏先行型ともに, 基本的には，外側の相対
変位②，母板間の相対変位①の順で小さくなっている．これは荷重が母板の端部にかかるため，端部の
相対変位②が中央部①より大きくなったと考えられる． 
縦軸の P/Pd値については，4 列の場合で，すべり発生時におよそ 1.5 であり，列数の増加とともに小
さくなっていく傾向にある．これは列数の増加とともにすべり耐力が減少したことを表している．また，
4 列においてその値が 1.0 を超えているのは，すべり耐力試験におけるすべり係数が公称値の算出に用
いたすべり係数 0.4 よりも高かったことが原因である． 
 すべり先行型の試験体におけるボルト列数の比較については，8 列と 12 列の試験体では，4 列の場合
に見られるようなほぼ同時に一様にすべりが発生するのではなく，②のすべりが先行し，その後母板間
①ですべりが発生したと判断できる．ただし,板厚 65mm で板幅が狭い試験体 M16-8-0.72L では，①と②
においてほぼ同時にすべりが発生した．これは, 母板および連結板の板厚が増加したことが原因と考え
られる．ボルト孔径の違いについては，試験体 M16-4-0.72S と M16-4-0.72 との比較から，その挙動に関
18 
 
して両者の間に大きな差異は見られない．孔径が小さい場合すべり耐力の平均値が約 1 割低くなってい
るが，これは孔径の影響ではなく，文献（2.4）において算数平均粗さ Raに応じてすべり係数が 12%程
度変化すると記述されており，接合面処理のばらつきなどに起因するばらつきの範囲内と考えられる． 
図-2.3.2 に母板と連結板における局部降伏が確認することによってすべり発生までに母板および連結
板のひずみ変化を示す．なお，図-2.3.1 と同様に試験体シリーズごとに一例を示している．図の縦軸は
引張荷重 P をすべり荷重 PSLで除した値 P/PSLを表している．図中の点線は材料強度試験から得られた
降伏ひずみの大きさを表している． 
βが小さい試験体 M16-8-0.72S, M16-12-0.72 および M16-8-0.72L では鋼板の降伏が発生せず，主すべり
が発生していることがわかる．一方, βが大きい試験試体 M16-8-1.3 および M16-12-1.3 を見ると鋼板の一
部が降伏した後，主すべりが発生していることがわかる．  
 
 
（a）M16-4-0.72S                              （b）M16-4-0.72 
 
 
（c）M16-8-0.72                               （d）M16-8-1.3 
図-2.3.1 荷重-相対変位関係 
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（e）M16-12-0.72                             （f）M16-12-1.3 
 
 
（g）M16-8-0.72L 
図-2.3.1 荷重-相対変位関係（続き） 
 
 
（a）M16-4-0.72S                              （b）M16-4-0.72 
図-2.3.2 母板および連結板のひずみ変化 
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（c）M16-8-0.72                               （d）M16-8-1.3 
 
  
（e）M16-12-0.72                             （f）M16-12-1.3 
 
 
（g）M16-8-0.72L 
図-2.3.2 母板および連結板のひずみ変化（続き） 
 
2.3.2ボルト軸力変化 
図-2.3.3 に荷重段階ごとの高力ボルトの軸力低下率の変化を示す．横軸はボルト番号を表しており，
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
0.0000 0.0005 0.0010 0.0015 0.0020 
P
/P
S
L
ひずみ
ひずみ1
ひずみ2
ひずみ3
ひずみ4
ひずみ5
ひずみ6
ひずみ7
ひずみ8
ひずみ9
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
0.0000 0.0005 0.0010 0.0015 0.0020 
P
/P
S
L
ひずみ
ひずみ1
ひずみ2
ひずみ3
ひずみ4
ひずみ5
ひずみ6
ひずみ7
ひずみ8
ひずみ9
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
0.0000 0.0005 0.0010 0.0015 0.0020 
P
/P
S
L
ひずみ
ひずみ1
ひずみ2
ひずみ3
ひずみ4
ひずみ5
ひずみ6
ひずみ7
ひずみ8
ひずみ9
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
0.0000 0.0005 0.0010 0.0015 0.0020 
P
/P
S
L
ひずみ
ひずみ1
ひずみ2
ひずみ3
ひずみ4
ひずみ5
ひずみ6
ひずみ7
ひずみ8
ひずみ9
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
0.0000 0.0005 0.0010 0.0015 0.0020 
P
/P
S
L
ひずみ
ひずみ1
ひずみ2
ひずみ3
ひずみ4
ひずみ5
ひずみ6
ひずみ7
ひずみ8
ひずみ9
21 
 
図-2.2.2 に示すように中央部から外側に順番に 1~12 としている．点線は軸力低下率が 8%の場合を示し
ている． 
主すべり発生時の試験体 M16-4-0.72，M16-8-0.72，M16-12-0.72 のすべての高力ボルトの軸力低下率
の平均値はそれぞれ 8%，10%，10%となっている．また，試験体 M16-8-1.3，M16-12-1.3 の主すべり発
生時のすべての高力ボルトの軸力低下率の平均値は，27％と 13％である．一方，高力ボルトの軸力低下
率の最大値を着目する場合，主すべり発生時の試験体 M16-4-0.72，M16-8-0.72，M16-12-0.72 では，11%，
13%，11%となっており，試験体 M16-8-1.3，M16-12-1.3 では，50%，21%となっている．このように，
降伏先行型の試験体の方が主すべり発生時のボルト軸力の低下が大きいことが確認できる． 
 試験体 M16-8-1.3，M16-12-1.3 では，試験体端部（内側と外側）のボルト近傍の局部降伏が進展し，
そこに位置するボルトの軸力低下率が大きくなっている．特に，M16-8-1.3 では，β値が設計の 1.3 では
なく 1.47 となり，大きくなっている．そのため，M16-12-1.3（β値は 1.24）に比べて大きな軸力低下率
になっていると考えられる． 
 主すべり発生とボルト軸力低下率の関係については，本すべり耐力試験の結果から，各試験体シリー
ズの中央ボルトの軸力低下率が約 8%を超えると主すべりが発生するという結果になっている． 
 
 
（a）M16-4-0.72S                              （b）M16-4-0.72 
 
 
（c）M16-8-0.72                               （d）M16-8-1.3 
図-2.3.3 ボルトの軸力低下率 
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（e）M16-12-0.72                             （f）M16-12-1.3 
 
 
（g）M16-8-0.72L 
図-2.3.3 ボルトの軸力低下率（続き） 
 
2.3.3すべり係数 
図-2.3.4 にボルト列数とすべり係数の関係を示す．縦軸はすべり耐力試験から得られたすべり係数 u
を 4 列の試験体である M16-4-0.68 のすべり耐力試験から得られたすべり係数 u4で無次元化した値であ
り，横軸はボルト列数を表している．図には ISO（2.2）および亀井ら（2.3）が提案しているすべり係数の低
減式を参考として載せている．なお，（a）はすべり係数を設計ボルト軸力で評価したものであり，（b）
は試験前のボルト軸力の平均値で評価したものである．（b）については，試験体シリーズごとに 3 体の
内 2 体のみを軸力測定しているため，軸力を測定したもののみを対象としている． 
いずれの図も，ボルト列数の増加に伴って，すべり係数が低下することを表している．また，設計軸
力をもとにすべり係数の低下を評価した場合，ISO や亀井らの提案式を下回る結果となった．これは，
一部のケースにおいて，載荷前の軸力が設計ボルト軸力を下回っていたことが原因と考えられる．一方，
試験前のボルト軸力の平均値で評価した場合，亀井らの提案式が平均値曲線であることを考慮すると，
8 列については亀井らの提案式とよい一致が見られていると判断できる． 
 12 列の場合のすべり係数の低減率については，亀井らの提案の範囲外であり，ISO の提案式が参考と 
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（a）設計軸力ですべり係数を評価した場合 
 
 
（b）試験前軸力ですべり係数を評価した場合 
図-2.3.4 ボルト列数とすべり係数の低減率の関係 
 
なるが，本試験の結果はこれを大きく下回る結果となった．ただし，ISO の提案式に近いすべり係数が
得られた場合もあった．このような原因としては，荷重伝達メカニズムに関係する列数増加に伴うすべ
り係数低減の他に，ボルト列数の増加に伴って初期不整（初期たわみ）の影響が大きくなり，導入した
ボルト軸力が連結板の弾性変形に使われ，接合面の圧縮力が低下したことが一因ではないかと考えられ
る．初期たわみを実測しておらず，定量的な考察を加えることができないが，12 列の試験体では，初期
たわみが他のボルト列数の試験体よりも大きかったことは把握している． 
試験前のボルト軸力で評価した場合について，8 列の M16-8-1.3 のすべり係数の平均値は M16-8-0.72
に対して約 8%低下している．一方，12 列の M16-12-1.3 のすべり係数の平均値は M16-12-0.72 に対して
約 6%低下している．ここで，文献（2.5）に示されているすべり係数低減率 λ（式(2.3.1)）を用いて，β
の影響を評価すると β が 1.3 の場合，0.72 に比べて 12.5%の低下となっており，すべり耐力試験で得ら
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れたすべり係数の低減率の方が小さくなっている．したがって，ボルト列数が多い場合，すべり係数に
対してボルト列数が支配的となり，βの影響が小さくなっていると考えられる． 
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    (2.3.1) 
ここで 
 ζ：すべり耐力比， λ：すべり係数低減率 
 
 
2.4 結論 
本章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象にボルト列数とすべり耐力の関係に注目し，ボル
ト列数，すべり／降伏耐力比，母板および連結板の降伏強度をパラメータとしたすべり耐力試験を行っ
た．対象としたすべり耐力試験の試験体の構造諸元は，実物の 3 分の 2 縮小モデルとし，高力ボルトの
呼び径 M16，母板厚 50mm，ボルト列数最大 12 列である．本章により得られた主な結論を以下に示す． 
 
（1）すべり先行型の試験体では, 大きな荷重低下ともに相対変位が大きく増加し，主すべりが発生した．
4 列のすべり先行型の試験体と比べて, 8 列および 12 列のすべり先行型の試験体では，4 列の場合に見ら
れるようなほぼ同時に一様にすべりが発生するのではなく，端部（外側）のすべりがやや先行し，その
後，継手中央部ですべりが発生し，主すべりに至ったと判断できた．これはボルト列数が増加するにつ
れて，荷重伝達が継手全体で均等に行われなくなるためと考えられる．降伏先行型の場合，母板および
連結板の局部降伏が進展し，その部位におけるボルト近傍での相対変位が大きくなり，ある荷重レベル
で相対変位が大きく増加した．両者の荷重－相対変位関係は大きく異なっていることを確認した． 
 
（2）主すべり発生時の各ボルトの軸力低下率の平均値は，ボルト列数の増加に伴って大きくなった．
主すべり発生時のボルト軸力低下率については，各試験体シリーズの中央に配置されたボルトの軸力低
下率がおよそ 8%を超えると主すべりが発生するという結果を得た．また，βの影響については βが大き
い降伏先行型の試験体は β が小さいすべり先行型より, 主すべり発生時のボルト軸力の低下率が大きく
なっていることが確認できる．これは, 降伏先行型ではすべり発生前に, 端部（内側と外側）のボルト
近傍の局部降伏が大きくなっているためと考えられる. 
 
（3）試験前のボルト軸力の平均値ですべり係数を評価した場合，亀井らの提案式が平均値曲線である
ことを考慮すると，8 列については亀井らの提案式とよい一致が見られた．12 列の場合のすべり係数の
低減率については，亀井らの提案の範囲外であり，ISO の提案式が参考となるが，本すべり耐力試験の
結果はこれを大きく下回る結果となった．この原因としては，荷重伝達メカニズムに関係する列数増加
に伴うすべり係数低減の他に，ボルト列数の増加に伴って初期不整（初期たわみ）の影響が大きいと考
えられる．一方, ボルト列数が多い場合，すべり係数に対してボルト列数が支配的となり，β の影響が
小さくなっていると考えられる． 
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第 3章 実大模型実験の試験体を対象とした解析モデルの検討 
 
 
3.1 まえがき 
ボルト継手の多列化・大型化がすべり耐力に及ぼす影響については，各種の調査研究が行われている．
佐伯ら（3.1）は，接触面を無塗装とした試験体を用いてすべり耐力試験を実施し，ボルト列数の影響につ
いて検討を行っており，その結果は，昭和 55 年の道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編（3.2）（以下，道示Ⅱ
と呼び，特に断らない限り平成 14 年の道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編（3.3）を指す）以降の解説に反映
されている．すなわち，ボルト継手の連結長が長すぎるとボルトに作用する力が著しく不均等になるこ
とに配慮し，ボルト列数 12 列程度まではすべり耐力が低下しないという実験例もあるとした上で，ボ
ルト列数は無理のない範囲で 8 列程度以下とするのがよいと記述されている． 
その後，厚板多列継手のすべり耐力試験としては，馬場ら（3.4）により太径ボルトを対象としたすべり
耐力試験や玉越ら（3.5）により超高力ボルトを対象としたすべり耐力試験の 2 事例があるが，扱いやすく
広く一般的に使用されているボルト諸元（M22，F10T）での 8 列以上のボルト継手の試験例は報告され
ていない． 
このような背景により，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象とし，板厚，ボルト列数，すべり/
降伏耐力比 βをパラメータとした実大模型のすべり耐力試験を行った．すべり耐力試験の試験体の構造
諸元に対し，高力ボルトの呼び径 M22，母板厚 75mm まで，ボルト列数最大 12 列である． 
試験結果により，ボルト列数の増加に伴い，すべり係数の低下を把握できるが，すべり耐力試験にお
ける十分解明できなかったこと（すべり係数低下の原因など），および各種構造諸元（すべり/降伏耐力
比 β，母板の断面形状など）がすべり挙動に与える影響の解明ができていない．  
本章では，解析モデルの妥当性を検討するため，実大模型実験の試験体の再現解析を実施する．解析
モデルは，著者らが行った接触面に無機ジンクリッチペイントを塗装した F10T-M22 の高力ボルトの摩
擦接合継手のすべり耐力試験の試験体を参考に設定している．なお，母板厚 75mm，ボルト列数が 8 と
12 列のケースにおいて，試験結果と解析結果の比較によって解析モデルの検討を行う．さらに，実大模
型実験の実現象によって，解析におけるすべり発生を定義している． 
 
 
3.2 すべり耐力試験の概要 
 
3.2.1 寸法形状と試験パラメータ 
 すべり耐力試験（3.6）で用いた試験体の一部の基本諸元を表-3.2.1 に，試験体の寸法形状の例を図-3.2.1
に示す．表の中には，母板厚 38，75mm と，ボルト列数 3，8，12 列を組み合わせたものを基本ケース
とした．また，母材降伏の試験体は，母板厚 75mm，ボルト列数 12 列のものである．試験体数は各 3
体を基本とし，No.1 のみ 5 体とした．試験体の母板と連結板には溶接構造用圧延鋼材 SM490Y，高力ボ
ルトには F10T-M22 を用いた．文献（3.7）では，高力ボルト摩擦接合継手の標準すべり試験が提案されて
おり，その中の標準すべり試験片は，すべり/降伏耐力比 βがすべり係数の低下に与える影響を考慮して, 
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標準試験体が示されている．このことを踏まえ，試験体の試験体幅は，すべり/降伏耐力比 β が約 0.5 以
下となるよう設定した．  
また，ボルト中心間隔は，ボルトが多列配置となる場合コストの面から連結板をできるだけ小さく設
計することが一般的であるため，道示Ⅱにおける呼び M22 の高力ボルトの最小中心間隔である 75mm
とした．接触面の無機ジンクリッチペイントの塗装厚は，道示Ⅱの規定の範囲内とし，目標合計塗膜厚
は 180μm とした．  
 
3.2.2計測および試験方法 
 
（1）試験体接触面塗膜厚の計測 
 各試験体とも接触面はブラスト処理（Sa2.5）を行った後，無機ジンクリッチペイントを塗装した．各
試験体の母板，連結板の塗膜厚は，電磁式膜厚計を用いて計測した．図-3.2.2 に塗膜厚の計測位置と計
測された合計塗膜厚を示す．母板及び連結板のそれぞれについて，ボルト孔周辺の 4 箇所を計測してお
り，図中のプロットは，各試験体のボルト側及びナット側それぞれの接触面の合計塗膜厚の平均値を示
している．合計塗膜厚は 160～200μm であり，道示Ⅱの合計塗膜厚の管理値 90～200μm を満足してい
る。 
 
表-3.2.1 試験体の基本諸元 
 
 
 
 
 
 
 
（a）No. 5                 （b）No. 6                         （c）No. 7   
図-3.2.1 試験体の寸法形状の例（単位：mm） 
 
 
母材降伏
母板38mm 母板75mm
1 5 6 7 15
3 3 8 12 12
38-38 75-75
2×20 2×38
120 120 130 190 110
492 492 1312 1968 1968
1,288 2,399 2,651 4,158 2,148
1,356 2,577 2,846 4,465 2,307
0.38 0.21 0.49 0.47 0.92
5
 連結板の降伏耐力(kN)
 すべり/降伏耐力比β
 試験体数
 ボルト列数
 母板厚(mm)
 連結板板厚(mm)
 母板幅(mm)
 すべり耐力(kN)
 母板の降伏耐力(kN)
75-75
2×38
試験ケース
基本ケース
母板 75mm
 試験体 No.
3
 
20 1345
2710
1007@75=525  40740
75
22
0
38
38
20  1810
3640
10011@75=825  40905
33
0
38
75
38
13
0
19
0
R300
R30020 800
1620
10075  40570
75
12
0
38
38
75
 7
5
(7
4)
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図-3.2.2 塗膜厚の計測結果（合計塗膜厚） 
 
（2）試験体の組立ておよび計測 
ボルトの締付けは，道示Ⅱに従って，内側から外側に向かって順次行った．締付け作業は 2 度に分け
て実施し，1 次締めでは設計ボルト軸力の 60%程度を導入し，2 次締めでは設計ボルト軸力の 100%を導
入した．道示Ⅱでは，トルク法によって締付ける場合の締付けボルト軸力について，トルク係数値のば
らつき，クリープやリラクゼーション，すべり係数のばらつき等を考慮して設計ボルト軸力の 10%増し
とするように規定しているが，すべり係数の評価に際して安全側となるように，締付け軸力は 10％増し
せず設計軸力通りとした．ただし，計測側ですべるように，片側は設計ボルト軸力の 120%以上で締付
け，非すべり側とした．すべり耐力試験は締付け作業から 7 日以上経過した後に行うものとした． 
 
（3）接触圧力の計測 
接触面における母板と連結板の接触状況を把握するため，感圧紙を用いて接触圧力を計測した．計測
ケースは，すべり耐力試験前に接触圧力の計測を行ったものであり，板厚，ボルト列数などの試験体パ
ラメータが接触圧力に与える影響について比較することとした．このケースでは，軸力計測に先だって
接触圧力を計測し，試験体を分解して感圧紙を取り除いた後，再度組み立てを行い，ボルト軸力の計測
を行った． 
写真-3.2.1 に計測状況を示す．ここでは，試験体接触面に感圧紙を挟み込んだ状態で設計軸力（205kN）
を導入し，接触圧力を記録した．計測箇所はすべり側とし，ボルト頭側とナット側に感圧紙をそれぞれ
1 枚ずつ設置した．  
 
50
100
150
200
250
300
350
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合
計
塗
膜
厚
（
μ
m
）
試験体 No.
200μm
160μm
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(平成14年)
の規定値
10
10mm
ボルト孔計測位置
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（a）締付完了後               （b）解体後 
写真-3.2.1 接触圧力の計測状況 
 
 
写真-3.2.2 2MN 試験機            写真-3.2.3 30MN 試験機 
 
（4）すべり耐力試験 
すべり耐力試験には，ボルト列数が 3 列の場合には 2000kN 万能試験機（以下，2MN 試験機）を用い，
それ以外の場合には 30MN 大型構造部材万能試験機（以下，30MN 試験機）を用いた．写真-3.2.2 に 2MN
試験機を，写真-3.2.3 に 30MN 試験機での試験状況を示す． 
この試験では，試験体の両端部をチャックで固定して引張荷重を作用させ，すべりが生じて荷重が低
下した後，すべりが生じた際と同程度の荷重になるまで再載荷した．載荷は，2MN 試験機の場合は荷重
制御とし，荷重の増加に従って，載荷速度を遅くし，すべり耐力を正確に計測にできるように努めた．
30MN 試験機の場合は，変位制御とし，載荷開始時は 1～2mm/min 程度とし，事前に予測したすべり耐
力（すべり係数 0.4 で計算したすべり耐力）の 50%程度に達した時点で 0.8mm/min 程度に変更し，80%
以降は 0.4mm/min 程度とし，すべり発生後は 0.8～1.5mm/min 程度とした． 
 試験時には，ボルト軸部，継手部両側面のひずみを計測するとともに，クリップ変位計により，母板
間の相対変位および母板と連結板の相対変位を計測した．図-3.2.3 に詳細計測試験体の計測箇所を，図
-3.2.4 に基本計測試験体の計測箇所をそれぞれ示す．なお，各試験体 No.で 1 体のみ詳細に計測するもの
とし，それ以外は計測点数を若干減らした． 
 図-3.2.5 および写真-3.2.4 に，ボルトに対するひずみゲージの貼り付け位置を示す．図より，ひずみゲ
ージの取り付け位置は，締付け厚の中央に相当する位置とし，ボルト 1 本につき 2 箇所とした．継手部
感圧紙 感圧紙 
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両側面のひずみは，板厚中心や縁端から 5mm 位置に貼付した．試験中は，各データを約 1 秒ピッチで
計測した． 
 
 
 
（a）3 列タイプ 
 
（b）8 列タイプ 
 
（c）12 列タイプ 
図-3.2.3 詳細計測試験体の計測箇所 
 
 
 
（a）3 列タイプ 
 
（b）8 列タイプ 
 
（c）12 列タイプ 
図-3.2.4 基本計測試験体の計測箇所 
 
(a) No.2 （ボルト３本）
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
ひずみゲージ（母材側面）46箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）66箇所
ひずみゲージ（ボルト用）5×2=10箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）74箇所
ひずみゲージ（ボルト用）8×2=16箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
ひずみゲージ（母材側面）70箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
:ボルト軸力の計測
:クリップゲージ両面
(a) No.2 （ボルト３本）
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
ひずみゲージ（母材側面）46箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）66箇所
ひずみゲージ（ボルト用）5×2=10箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）74箇所
ひずみゲージ（ボルト用）8×2=16箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
ひずみゲージ（母材側面）70箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
:ボルト軸力の計測
:クリップゲージ両面
(a) No.2 （ボルト３本）
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
母材側面 46箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
母材側面 66箇所
ひずみゲージ（ボルト用）5×2=10箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
母材側面 74箇所
ひずみゲージ（ボルト用）8×2=16箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
母材側面 70箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
ボルト軸力の計測
:クリップゲージ両面
(a) No.2 ボルト３本
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
:ボルト軸力の計測ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）2×2=4箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）4×2=8箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
:クリップゲージ両面
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
ひずみゲージ（母材側面）22箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
(a) No.2 ボルト３本
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
:ボルト軸力の計測ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）2×2=4箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
ひずみゲージ（母材側面）6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）4×2=8箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
:クリップゲージ両面
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
ひずみゲージ（母材側面）22箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
(a) No.2 ボルト３本
(b) No.3、11（ボルト８本）
(c) No.4（ボルト１２本）
:ボルト軸力の計測母材側面 6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）2×2=4箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
母材側面 6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
母材側面 6箇所
ひずみゲージ（ボルト用）4×2=8箇所
クリップゲージ　　　　　12箇所
:クリップゲージ両面
(d) No.8、9、10（フィラーケース）
母材側面 22箇所
ひずみゲージ（ボルト用）3×2=6箇所
クリップゲージ　　　　　20箇所
-：ひずみゲ  
-：ひずみ  
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図-3.2.5 ひずみゲージの貼り付け位置（ボルト） 
 
          
        （a）ボルト軸部               （b）ボルト頭部 
写真-3.2.4 ボルトに設置したひずみゲージ 
 
3.2.3 材料強度特性 
表-3.2.2，表-3.2.3 に，それぞれ本試験で使用した鋼材および高力ボルトの機械的性質のミルシート値
を示す．また，一部の板厚（75mm，38mm）の鋼材は，図-3.2.6 に示す引張試験片を各 3 体製作して，
ZIS Z 2241 に従い静的に材料強度試験を実施した．その結果を表-3.2.4 に示し，ミルシートと同程度の
値であった。 
 
表-3.2.3 使用鋼材の機械的性質（ミルシート値） 
 
 
表-3.2.4 使用ボルトの機械的性質とトルク係数値 
 
座金
連結板
連結板
母板
ひずみゲージは母板
厚の中央となるよう
に貼り付け（2箇所）
リード線
ゲージ長:
5mm
ボルト孔径:
24.5mm
板厚
（mm）
降伏点
（N/mm2）
引張強さ
（N/mm2）
伸び
（%）
C Si Mn P S
75 368 545 36 0.16 0.43 1.46 0.007 0.003
50 431 566 27 0.16 0.32 1.46 0.007 0.003
38 410 540 29 0.16 0.32 1.38 0.014 0.005
26 437 563 27 0.17 0.32 1.38 0.013 0.004
20 437 564 26 0.16 0.26 1.51 0.019 0.005
鋼種
使用
部位
機械的性質 化学成分（％）
SM490YB
母板
連結板
ナット 座金
製品 製品
首下長さ
(mm)
有効断面積
(mm
2
)
耐力
(N/mm2)
引張強さ
(N/mm
2
)
伸び(％)
引張荷重
(kN)
硬さ
HRC
硬さ
HRC
硬さ
HRC
120 303 1,030 1,078 19 330 31 27 40 0.132
195 303 1,046 1,087 18 333 32 27 40 0.132
トルク
係数値の
平均値
4号試験片 製品
F10T M22
等級
ボルトの
呼び
ボルト
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表-3.2.5 材料強度試験結果 
 
 
 
（a）板厚 75mm 
 
 
（b）板厚 38mm 
図-3.2.5 引張試験片の寸法および形状（単位：mm） 
 
 
3.3 解析概要 
 
3.3.1 解析モデル 
 図-3.3.1 に解析モデルのモデル化範囲と形状および要素分割の例を示す．解析モデルは図-3.3.1 に示す
ように対称性を考慮して，1/8 モデルとしている．母板，連結板，およびボルト頭部と座金には，8 節点
ソリッド低減積分要素を，ボルト軸部には 6 節点ソリッド完全積分要素をそれぞれ使用した．要素は軸
方向長さ 5.5mm 程度を基本とし，要素形状に留意しながら約 10,000~30,000 の要素に分割している．用
いた有限要素解析コードは Abaqus/Standard（3.8）である． 
 母板と連結板，孔壁とボルト軸部，座金と連結板には接触を考慮した境界条件を設定し，接触，離間，
固着の状態を再現できるようにしている．接触面におけるすべり現象には，等方性クーロン摩擦モデル
（3.8）を用いた．クーロン摩擦モデルでは，接触面での最大摩擦（相当せん断）応力を接触する物体間の
接触圧と関係づける．図-3.3.2 にクーロン摩擦モデルのすべり領域の概念図を示す．図中の相当せん断
応力 は，式（3.3.1）を用いて，接触面上の互いに直交するせん断応力成分τ1 とτ2 から求められる．
図に示すように，接触面間に作用する相当せん断応力が臨界せん断応力に達するまで，その領域では接
触面間が相対的にすべりを始めることはない． 
2
2
2
1  
       
（3.3.1） 
1 548 382 363 206.5 0.289 40.0
2 549 386 370 208.9 0.285 32.8
3 543 366 360 206.5 0.288 32.3
平均 546 378 364 207.3 0.287 35.0
1 535 383 376 213.4 0.271 33.0
2 541 398 388 213.7 0.271 31.8
3 535 386 376 209.6 0.277 30.7
平均 537 389 380 212.2 0.273 31.8
下降伏点
(N/mm
2
)
弾性係数
(kN/mm2)
ポアソン比
伸び
(%)
t=75mm
(SM490Y)
t=38mm
(SM490Y)
鋼板の種類 TP NO.
引張強さ
(N/mm2)
上降伏点
(N/mm
2
)
 1690
536
26
0
73070410
12
0
70 410
R70
640
220
30020150
40R20
80
15020
 
1690
536
26
0
7370410
12
0
70 410
R70
640
220
30020150
40R20
80
15020
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図-3.3.1 解析モデルのモデル化範囲と形状および要素分割の例 
 
  
図-3.3.2 クーロン摩擦モデルのすべり領域の概念図 
 
 本解析では，すべり発生までのメカニズムの解明を主な着目点としていることから，すべり後の挙動
に大きく影響する動摩擦係数については，静止摩擦係数と等しいと仮定した．なお，解析で設定した摩
擦係数は，試験体の接触面処理（無機ジンクリッチペイント塗装）に対し，文献（3.7）で示されている
すべり係数 0.5 を，静止摩擦係数として設定した．（ただ，再現解析の場合，試験結果と合わせるように，
摩擦係数を 0.73 としている．） 
 本解析で用いた材料特性の詳細を表-3.3.1 に示す．母板と連結板の材料特性は，すべり耐力試験体の
際に行った材料強度試験結果（表-3.2.5）に基づいている．ただし，ボルトと座金について，その強度が
すべり挙動に与える影響が小さいと考えられるため，材料強度試験を行わず，降伏点は公称値とし，降
伏後の 2 次勾配はヤング率の 100 分の 1 とした． 
モデル化対象範囲
単位（mm）
ボルト
母板
連結板
座金
Y
XZ
 
臨界せん断応力
μ0
1
固着領域
すべり
領域
相当せん断
応力
接触圧
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表-3.3.1 解析で用いた材料特性 
 
 
 
3.3.2 解析手法（3.10) 
 解析では，図-3.3.3 に示すように，2 つのステップから成る．STEP-1 で，設計ボルト軸力に相当する
強制変位をボルト軸部対称面に与え，所定の引張軸力を導入した．なお，ボルト軸部の対称面は，X 軸，
および Y 軸方向の並進を拘束している．STEP-2 で，引張荷重を作用させるため，母板の外側の面に強
制変位を与えた．この時，ボルト軸部の対称面は，X 軸および Y 軸方向の変位を許容している． 
 
 
（a）STEP-1 ボルト軸力導入時 
図-3.3.3 解析手法 
 
900
9)
0.289 363.3
連結板
SM490Y
213,400 0.271 375.7
ボルトM22
(F10T)
200,000 0.3
部位および
鋼種
ヤング率
(N/mm²)
ポアソン比
降伏応力
(N/mm²)
母板
SM490Y
206,500
0
200
400
600
800
1000
1200
0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06
応
力
(N
/m
m
2
）
ひずみ
母板
連結板
ボルト
ボルト軸力
（強制変位で与えている）
X並進=固定
Y並進=固定
Z並進=強制変位
X回転=自由
Y回転=自由
Z回転=自由
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（b）STEP-2 母板引張時 
図-3.3.3 解析手法 
 
3.3.3 解析ケース 
 すべり耐力試験において相対変位やひずみを詳細に測定した試験体 No. 6-1（M22-8-0.49），No. 7-3
（M22-12-0.47），および No. 15-2（M22-12-0.92）のすべり耐力試験を再現する解析を行い，解析モデル
の妥当性を検証する．解析モデルの形状，構造諸元，および材質は試験体 No. 6-1 と同じとし，解析で
設定する摩擦係数は，解析の最大荷重が試験体 No. 6-1 のすべり荷重と一致するように調整し，0.73 と
した．これを他のすべての再現解析のケースに用いた．本解析ではすべり発生までの挙動の再現を目的
としており，動摩擦係数は静止摩擦係数と同じ値を設定している．材料特性は表-3.3.1 と同じように設
定した． 
表-3.3.2 に解析ケースの内訳を示す．解析ケース名は，M の後の数値がボルトの呼び径を，次の数値
がボルト列数を，最後の数値がすべり/降伏耐力比 β を表している。なお，最後に英字 A がつくものは
解析を意味している． 
 
表-3.3.2 解析ケース 
 
                        *目標導入軸力：205 kN 
 
引張荷重P
（強制変位で
与えている）
8 12 12
205 205 199
130 190 110
母材降伏
摩擦係数
備考 すべり先行
M22-12
-0.92A
0.73
38
75母材  SM490Y 板厚（mm）
連結板 SM490Y 板厚（mm）
試験体幅（mm）
解析ケース
M22-8
-0.49A
M22-12
-0.47A
ボルトM22（F10T）
孔径24.5mm
ボルト本数
導入軸力（kN/本）*
Y
XZ
X並進=強制変位
Y並進=自由
Z並進=自由
X回転=自由
Y回転=自由
Z回転=自由
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3.4 解析モデルの検証 
 
3.4.1 すべり先行型を対象としたすべり耐力試験結果との比較 
 
（1）すべり荷重 
すべり耐力試験の試験体 No. 6-1 のすべり荷重と解析における最大荷重が一致するように摩擦係数を
調整し，調整した摩擦係数を用いて解析を実施した． 
表-3.4.1 に解析結果とすべり耐力試験結果との比較を示す．すべり耐力試験の結果は，解析で比較対
象とした試験体のものを示し，括弧内は，3 体ずつ行ったすべり耐力試験の平均値を示す．なお，解析
のすべり荷重は最大荷重としている． 
表-3.4.1 より，試験体 No. 6-1 のすべり荷重と解析のすべり荷重がほぼ一致しており，解析における摩
擦係数が適切に設定されていることを確認した．また，試験体 No. 7-3 の再現解析のすべり荷重が，試
験体 No. 7-3 のすべり荷重とほぼ一致していることも確認した． 
 
表-3.4.1 解析とすべり耐力試験の結果の比較 
 
 
（2）荷重-相対変位 
図-3.4.1 に解析における相対変位の測定位置およびボルト位置を示す．また，一点鎖線はボルト位置
の中心を示す．相対変位 1 は母板間，相対変位 2 は継手内側の母板と連結板の間，相対変位 3 は継手中
央の母板と連結板の間，相対変位 4 は継手外側の母板と連結板の間であり，相対変位の値は，測定位置
にもっとも近い節点の変位差である． 
図-3.4.2, 図-3.4.3にケース M22-8-0.49/M22-8-0.49Aと M22-12-0.47/M22-12-0.47Aの荷重-相対変位関係
をそれぞれ示す． 
 図より，母板間変位（図中の 1），端部の母板と連結板間変位（図中の 2，4），中央の母板と連結板間
変位（図中の 3）の順で，相対変位が大きくなっており，その傾向は試験値と解析値でおおむね一致し
ている．それぞれの荷重-相対変位関係はすべり発生まではおおむね一致している．しかしながら，すべ
り後の荷重-相対変位関係は，すべり耐力試験では低下していくものの解析では低下せず，一致しない．
この理由は，本解析では，動摩擦係数を静止摩擦係数と等しく設定しているため，すべり後の荷重低下
がないまま，相対変位が大きくなるからである．さらに相対変位が大きくなると，支圧状態に移行し，
摩擦による荷重伝達の影響が小さくなり，両者の増加の傾向は一致している． 
 
（3）ボルト軸力 
図-3.4.4，図-3.4.5 に M22-8-0.49/M22-8-0.49A と M22-12-0.47/M22-12-0.47A の荷重-ボルト軸力関係を
それぞれ示す． 
 すべり耐力試験では，初期ボルト軸力にばらつきが認められる．これは，主として設計ボルト軸力は
205 kN であるものの，導入軸力のばらつきとボルトリラクゼーションの影響などが原因であると考えら 
2,276 2,328 2,264 3,375 3,367 3,371すべり荷重（kN）
M22-8-0.49 M22-12-0.47
No. 6
3体の平均
No. 6-1
M22-8-0.49A M22-12-0.47A
No. 7-3
No. 7
3体の平均
試験および解析
ケース名
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図-3.4.1 相対変位の測定位置 
 
                （a）全体図                         （b）すべり荷重近傍の拡大図 
図-3.4.2 M22-8-0.49/M22-8-0.49A の荷重-相対変位関係の比較 
 
 
                （a）全体図                         （b）すべり荷重近傍の拡大図 
図-3.4.3 M22-12-0.47/M22-12-0.47A の荷重-相対変位関係の比較 
 
れる．図-3.4.4 より，試験体のボルト 1 とボルト 2 の低下傾向については，解析結果のそれが一定の傾
きで低下することに対し，試験結果のそれは荷重が約 750 kN のところで低下の傾向が変化し，低下度
が大きくなっている．このように FEM 解析において一定の低下傾向を示すもののすべり耐力試験にお
いてボルト軸力の低下傾向がある荷重レベルから変化するのは，すべてのボルトで見られるわけでなく，
継手の端部であるボルト 1，2 など，限定された部位で生じている．これは，すべり耐力試験において，
主すべりが発生する前の段階で，母板と連結板の接触面の一部で局所的なすべりが発生して進行してい
るものと推測される．また，中央のボルト（ボルト 4）については，端部に配置されたボルトと異なり，
5.5mm 5.5mm37.5mm 37.5mm
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解析値と試験値がよく一致している。 
  図-3.4.5 より，ボルト列数が 12 列の場合においても，ボルト列数が 8 列の場合と同様に，ボルト 1，2，
3，とボルト 11，12 の低下傾向が試験値と解析値とで異なり，すべり耐力試験の結果では，引張荷重が
およそ 1,000 kN から 2,000 kN の間で軸力低下の傾向が変化している．一方，中央のボルトについては，
解析値と試験値とは一致している． 
 
 
（a）ボルト 1，2，4                             （b）ボルト 7，8 
図-3.4.4 M22-8-0.49/M22-8-0.49A の荷重-ボルト軸力関係の比較 
 
 
（a）ボルト 1，2，3                                  （b）ボルト 6，7 
 
（c）ボルト 10，11，12 
図-3.4.5 M22-12-0.47/M22-12-0.47A の荷重-ボルト軸力関係の比較 
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（4）母板と連結板のひずみ分布 
図-3.4.6 にボルト列数が 8 列の場合のケース M22-8-0.49/M22-8-0.49A の母板と連結板のひずみの測定
位置を，図-3.4.7 に荷重-ひずみ関係をそれぞれ示す。すべり耐力試験におけるひずみはゲージ長 5 mm
のひずみゲージの出力値であり，解析におけるひずみは試験の測定位置に最も近い要素長 5.5 mm の要
素中心値としている。 
図-3.4.7 より，すべり耐力試験結果と解析結果における荷重-ひずみ関係については，その傾向はおお
むね一致しているが，引張荷重がおよそ 1,500 kN となるまでの連結板に発生するひずみが，すべり耐力
試験の結果と解析結果で異なり，試験結果の方が解析結果よりも小さくなっている． 
 
 
図-3.4.6 M22-8-0.49/M22-8-0.49A のひずみ測定位置 
 
 
（a）ひずみ 1,2                  （b）ひずみ 3~6               （c）ひずみ 7~10 
 
 
（d）ひずみ 11~14                （e）ひずみ 15,16            （f）ひずみ 17,18 
図-3.4.7 M22-8-0.49/M22-8-0.49A の荷重-ひずみ関係の比較 
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（g）ひずみ 19,20                （h）ひずみ 21~24              （i）ひずみ 25~28 
 
 
（j）ひずみ 29~32                （k）ひずみ 33 
図-3.4.7 M22-8-0.49/M22-8-0.49A の荷重-ひずみ関係の比較（続き） 
 
 図-3.4.8 にボルト列数が 12列の場合の M22-12-0.47/M22-12-0.47A の母板と連結板のひずみの測定位置
を，図-3.4.9 に荷重-ひずみ関係をそれぞれ示す． 
図より，すべり耐力試験の結果と解析の結果の比較については，ボルト列数が 8 列の場合と同様の傾
向を示しており，差異はない．M22-8-0.49/M22-8-0.49A と M22-12-0.47/M22-12-0.47A を比較すると，
M22-12-0.47/M22-12-0.47A の方が試験値と解析値がよく一致している． 
 
 
図-3.4.8 M22-12-0.47/M22-12-0.47A のひずみ測定位置 
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（a）ひずみ 1,2                  （b）ひずみ 3~6               （c）ひずみ 7~10 
 
 
（d）ひずみ 11~14                （e）ひずみ 15,16            （f）ひずみ 17,18 
 
 
（g）ひずみ 19,20                （h）ひずみ 21,22               （i）ひずみ 23, 24 
 
 
（j）ひずみ 25~28                （k）ひずみ 29~32             （l）ひずみ 33~36 
図-3.4.9 M22-12-0.47/M22-12-0.47A の荷重-ひずみ関係の比較 
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（m）ひずみ 37 
図-3.4.9 M22-12-0.47/M22-12-0.47A の荷重-ひずみ関係の比較（続き） 
 
（5）まとめ 
 すべり耐力試験の試験体 No. 6-1 のすべり荷重と解析における最大荷重が一致するように摩擦係数を
調整し，調整した摩擦係数を用いてボルト列数が 8 列および 12 列の場合に対して解析を実施した．そ
して，得られた解析結果とすべり耐力試験の結果とを比較し，再現解析の妥当性を検証した．   
 その結果，荷重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係については，ボルト列数が 8
列と 12 列のそれぞれに対して，両者がおおむね一致していることを確認した．継手の内側と外側に配
置されたボルトの軸力の低下性状については，ある荷重レベルまではすべり耐力試験の結果と解析結果
とは一致したものの，ある荷重レベルからは異なり，すべり耐力試験の結果を再現することはできなか
った．一方，継手中央に配置されたボルトの軸力低下については，両者はおおむね一致した． 
 本解析では，ボルト導入軸力のばらつき，母板と連結板の初期不整や加工時に生じた局所的な凹凸の
考慮，ボルトのねじ部の形状，ボルト孔に対するボルトの位置のずれ等を解析モデルに反映しておらず，
また，すべり耐力試験では低い荷重段階における母板と連結板の局所的なずれが生じたものの解析では
それを再現できなかったため，解析のボルト軸力の低下性状は，継手中央部のボルトにおいてすべり耐
力試験の低下性状を再現したものの，継手の内側と継手の外側のボルトにおいてある荷重段階までは一
致したが，その後の低下率は一致しなかった．また，ボルト列数が増えるとこれらの影響が相対的に小
さくなり，結果として，本解析結果とすべり耐力試験の結果とはおおむね一致する傾向にあった． 
 また，ここでは，動摩擦係数を静止摩擦係数と等しいと仮定し，すべり発生を最大荷重到達時として
すべり荷重を定義した．そのため，ボルト列数が 8 列の試験体 No. 6-1 とボルト列数が 12 列の試験体
No. 7-3 の再現解析において，それぞれの試験結果とほぼ同じすべり荷重を得た．しかし，3 体ずつ行っ
た試験の結果の平均値では，試験結果と再現解析の結果に差異がみられた．このように，試験結果その
ものについても各種の要因の影響を受けばらついており，解析結果との比較をどのようにすべきかにつ
いて，すべり発生の適切な定義，評価の方法とも関連し，重要である．  
 
3.4.2 降伏先行型を対象としたすべり耐力試験結果との比較 
 
（1）すべり荷重 
3.4.1 項で決定した摩擦係数を用いて，12 列の降伏先行型の場合に対して解析を実施した． 
表-3.4.2 に解析結果と試験結果（試験体 No. 15-2）との比較を示す．なお，試験結果の括弧内は，3 体
ずつ行った試験の平均値を示す．解析のすべり荷重は最大荷重としている．表-3.4.2 より，すべり荷重 
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表-3.4.2 解析と試験結果の比較 
 
 
の試験値と解析値は，おおむね一致している． 
 
（2）荷重-相対変位 
図-3.4.10 に M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-相対変位関係の比較を示す．相対変位の測定位置を図
-3.4.1 に示している． 
図-3.4.10 より，荷重-相対変位関係における初期剛性はよく一致している．ただし，相対変位 4 は，
すべり耐力試験の相対変位が解析のそれより大きくなっている．相対変位 4 の位置は母板と連結板の局
所的なすべりの影響を最も受けやすいと推測されること，さらにすべり耐力試験の相対変位には標点間
の弾性変形を含まれていることなどが原因と考えられる． 
 
 
                （a）全体図                         （b）すべり荷重近傍の拡大図 
図-3.4.10 M22-12-0.92/M22-12-0.92A における荷重-相対変位関係の比較 
 
（3）ボルト軸力 
 図-3.4.11 に M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-ボルト軸力関係の比較を示す。 
すべり耐力試験の結果では，最大荷重の近傍で，ボルト 1，2，3，11，12 の軸力低下が顕著であり，
低下の性状は内側ボルトの方が外側ボルトより顕著である．一方，解析結果では，内側ボルトの方が外
側ボルトに比べて低下の性状が大きいというボルト軸力の低下の傾向は，すべり耐力試験の結果と同じ
であった．しかしながら，解析のボルト軸力の低下性状は，継手中央部のボルトにおいてすべり耐力試
験の低下性状を再現したものの，継手の内側と継手の外側のボルトにおいてある荷重段階までは一致し
たが，その後の低下率は一致しなかった．これは，ボルト導入軸力のばらつき，母板と連結板の初期不
整や加工時に生じた局所的な凹凸の考慮，ボルトのねじ部の形状，ボルト孔に対するボルトの位置のず
れ等を解析モデルに反映しておらず，また，すべり耐力試験では低い荷重段階における母板と連結板の
局所的なずれが生じたものの解析ではそれを再現できなかったためと考えられる． 
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（a）ボルト 1，2，3                              （b）ボルト 6，7 
 
 
（c）ボルト 10，11，12 
図-3.4.11 M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-ボルト軸力関係の比較 
 
（4）母板と連結板のひずみ分布 
 図-3.4.12 に母板と連結板のひずみ測定位置を示す．図-3.4.13 に M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-ひ
ずみ関係の比較を示す． 
 図-3.4.13 より，すべり先行型の場合に比べてすべり耐力試験と解析の結果はよく一致しているが，連
結板のボルト 1，2 の近傍と母板のボルト 11，12 の近傍において，引張荷重がおよそ 1,500 kN から 2,000 
kN のレベルにおいてすべり耐力試験から得られたひずみが解析より得られたそれより大きくなってい
る．また，図-3.4.13（e），（k）のひずみ 15，31，32 については，解析より得られたすべり発生前のひず
みがすべり耐力試験結果のそれより小さくなっている．このように，ある荷重レベル以降にすべり耐力
試験の結果と解析結果の両者にわずかに差異が生じるのは，解析モデルの設定において，初期たわみな
どの初期不整を再現できていないことが原因と考えられる． 
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図-3.4.12 M22-12-0.92/M22-12-0.92A のひずみ測定位置 
 
 
（a）ひずみ 1,2                  （b）ひずみ 3~6               （c）ひずみ 7~10 
 
 
（d）ひずみ 11~14                （e）ひずみ 15,16            （f）ひずみ 17,18 
 
 
（g）ひずみ 19,20                （h）ひずみ 21,22               （i）ひずみ 23, 24 
図-3.4.13 M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-ひずみ関係の比較 
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（j）ひずみ 25~28                （k）ひずみ 29~32             （l）ひずみ 33~36 
 
 
（m）ひずみ 37 
図-3.4.13 M22-12-0.92/M22-12-0.92A の荷重-ひずみ関係の比較（続き） 
 
（5）まとめ 
 3.4.2 項で決定した摩擦係数を用いて，ボルト列数が 12 列の降伏先行型の場合に対して再現解析を実
施した．そして，得られた解析結果とすべり耐力試験との結果を比較し，解析の妥当性を検証した．そ
の結果，荷重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係については，両者がおおむね一致
していることを確認した．3.4.2 項と同様，継手の内側と外側に配置されたボルトの軸力については，最
大荷重近傍の荷重レベルにおけるボルト軸力の低下性状が両者で異なり，解析においてそれを再現する
ことはできなかった．一方，継手中央に配置されたボルトの軸力低下については，両者はおおむね一致
した．以上のことから，本解析で用いた降伏先行型の解析モデルはすべり挙動を再現することが可能で
あると考えられる． 
 
3.4.3 感圧紙による接触圧分布との比較 
 設計ボルト軸力導入時の接触圧について，感圧紙による試験結果と解析結果との比較を行う．すべり
耐力試験では，母板厚が 75 mm，連結板厚が 38 mm でボルト列数が 3 列の試験体を用いて，接触面にブ
ラスト処理，研磨処理，無機ジンクリッチペイント塗装を段階的に行い，それぞれの段階で感圧紙を挿
入し設計ボルト軸力導入時の接触圧を測定した．さらに，母板厚が 75 mm，連結板厚が 38 mm でボルト
列数が 8 列の試験体の接触面に感圧紙を挿入し，ブラスト処理した場合の接触圧を測定した．これらの
試験で測定した接触圧分布と FEM 解析によって得られた接触圧分布を比較する． 
 
（a）75mm-3 列 
 図-3.4.14 に解析ケース 75mm-3 列の軸力導入時の接触圧を示す．図より，ボルト孔周辺の接触圧は大
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きく，ボルト孔から離れるにしたがって，接触圧が小さくなっている．ボルト孔周辺の最も高い接触圧
は 50 N/mm2 である． 
試験体の接触面をブラスト処理し，感圧紙を用いて設計ボルト軸力（205 kN）を導入した場合の接触
圧を図-3.4.15 に，その後，研磨処理した場合の接触圧を図-3.4.16 に，最後に無機ジンクリッチペイント
塗装した場合の接触圧を図-3.4.17 にそれぞれ示す．なお，コンター図の白色は，計測に用いた感圧紙の
測定範囲の下限値（10 N/mm2）を下回っていることを示している． 
図-3.4.15 より，ブラスト処理の場合は，連結板のボルト孔近傍のボルト側，ナット側両方とも，接触
圧がほぼ 20 N/mm2 以下と低く，連結板の接触面の外周部分で接触圧が高くなっている．この原因は初
期たわみの影響が大きいと考えられる．図-3.4.16 より，研磨処理の場合は，ブラスト処理と比較すると
接触圧の分布は均一化され，ボルト孔近傍の接触圧が高くなるものの，接触面外周部分の接触圧が高い
傾向もみられる．これは，研磨処理によって，接触面が平滑になり初期たわみの影響が小さくなったた
めと考えられる．図-3.4.17 より，無機ジンクリッチペイントの場合は，図-3.4.14 に示すように試験体の
ボルト孔周辺の接触圧は 50 N/mm2 に達している．塗膜により，研磨処理よりさらに表面が平滑になり，
母板と連結板間の密着の度合いが高く，接触圧が均一化されたものと考えられる．解析から得られる接
触圧は，無機ジンクリッチペイントを塗装した試験体の接触圧が一番近い傾向にある． 
 
（b）75mm-8 列 
  図-3.4.18 に解析ケース 75mm-8 列の軸力導入時の接触圧のコンター図を示す．図より，ボルト孔周辺
の接触圧が 50 N/mm2 に達し，ボルト孔から離れると接触圧が小さくなっており，3 列の場合と同様の結
果が得られている． 
図-3.4.19 にブラスト後の試験体の設計ボルト軸力（205 kN）導入時の接触圧を示す．図より，試験体
のボルト側の連結板，ナット側の連結板ともに，接触圧はほぼ 40 N/mm2 程度となっており，解析と比
べ，試験の場合の接触圧が，約 20 %小さくなっている．これは，主として試験体の初期不整が影響して
いると考えられる．また，ボルト列数が 3 列の試験体 No. 5-1（ブラスト）と比べ，ボルト列数が 8 列の
試験体 No. 6-3 の接触圧の方が均一化されている．これは，ボルト列数の多い方が，初期たわみの影響
が小さくなるためと考えられる． 
              
図-3.4.14 設計ボルト軸力導入時の接触圧の分布（解析） 
σz （N/mm
2) 
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（a）ボルト側の連結板（試験体 No. 5-1） （b）ナット側の連結板（試験体 No. 5-1） 
図-3.4.15 設計ボルト軸力導入時の接触圧の分布（ブラスト処理）（N/mm2） 
              
（a）ボルト側の連結板（試験体 No. 5’-1） （b）ナット側の連結板（試験体 No. 5’-1） 
図-3.4.16 設計ボルト軸力導入時の接触圧の分布（研磨処理）（N/mm2） 
             
（a）ボルト側の連結板（試験体 No. 5’-1） （b）ナット側の連結板（試験体 No. 5’-1） 
図-3.4.17 設計ボルト軸力導入時の接触圧の分布（無機ジンクリッチペイント塗装）（N/mm2） 
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図-3.4.18 ボルト軸力導入時の接触圧の分布（解析） 
 
 
(a) ボルト側の連結板（試験体 No. 6-3） 
 
                （b）ナット側の連結板（試験体 No. 6-3） 
図-3.4.19 設計ボルト軸力導入時の接触圧の分布（ブラスト処理）（N/mm2） 
 
 以上より，設計ボルト軸力（205 kN）を導入した時の試験体の接触圧は，連結板や母板の初期不整，
不陸，および切断加工によるかえりなどの影響を受けるため分布が均一とならない．そのため，初期た
わみが再現されていない解析では，接触圧の不均一を再現することはできなかった．しかしながら，無
機ジンクリッチペイントを塗装することで，接触圧の不均一さは小さくなり，解析結果の接触圧の分布
形状により近づく傾向がみられた． 
 
 
3.5 解析におけるすべり定義 
 すべり耐力試験から得られた荷重-母板と連結板間の内側相対変位の関係を図-3.5.1 に示す．すべり先
行型では，荷重の増加に伴い徐々に相対変位が増加し，ピーク荷重で大きな変位の発生と荷重低下が見
られる．この時の荷重がすべり耐力である．一方，降伏先行型では，荷重が低下することなく，相対変
位が増大する． 
 本解析では，上述のようなすべり発生までの挙動を検討の対象とすることから，摩擦係数の設定にお
いて，静止摩擦と動摩擦を区別することなく，一定の値を与えている．そのため，解析で得られる荷重
-相対変位関係は，最大荷重到達後，荷重の低下なしに相対変位が増加する． 
 図-3.5.2 にすべり耐力試験におけるすべり耐力時の母板-連結板間相対変位を示す．母板と連結板の相
σz（N/mm2)
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対変位の測定位置を図-3.5.3 に示している．図-3.5.2 より，ボルト列数が 3 列の場合は，すべり発生時の
内側，中央，外側の相対変位とも差は小さく，ほぼ 0.2mm となっている．一方で，ボルト列数が 8 列，
12 列の場合，すべり発生時における相対変位量は継手の部位によって異なり，外側相対変位と内側相対
変位は大きく，中央相対変位は小さい．特に，75mm-8 列と 75mm-12 列の場合，すべり発生時の中央相
対変位は 0.1mm 以下になっている．なお，相対変位の測定位置は図-3 に示している．このように，ボル
ト列数が多い場合，すべり発生時には接触面に一様な相対変位が発生せず，端部が大きく，中央部が小
さいといった不均一な相対変位が生じる．したがって，本解析で実現象に基づいてすべり発生を定義す
るには，最大荷重の他に，ある部位の相対変位量によっても定義する必要がある． 
 
 
図-3.5.1 荷重-相対変位関係（すべり耐力試験） 
 
図-3.5.2 すべり耐力時の相対変位（すべり耐力試験） 
 
 
図-3.5.3 相対変位計測位置 
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 建築分野の鋼接合部指針（3.11）および ECCS（3.12）などでは，明瞭な荷重のピークが見られない場合，
文献（3.11）では内側で，文献（3.12）では中央（ボルト列数 2 列の場合のボルト間中央）で，0.20mm
もしくは 0.15mm の相対変位量に達した時の荷重をすべり荷重と判断するとされている． 
 解析ケース 75mm-3-0.57，75mm-8-0.57，75mm-12-0.57 を対象に，中央相対変位が 0.2mm となった時
の内側と外側の相対変位を図-3.5.4（a）に，内側相対変位が 0.2mm となった時の中央と外側の相対変位
を図-4.2.4（b）に示す． 
 図より，3 列の場合，内側，中央，外側の相対変位はいずれの場合も部位による違いはなく，ほぼ同
じとなっている．8 列，12 列の場合では，内側と外側の相対変位が中央の相対変位より大きく，すべり
耐力試験の結果と傾向は一致している．しかしながら，図-3.5.4（a）より，中央相対変位が 0.2mm とな
った時の内側相対変位および外側相対変位は 0.35mm 前後であり，すべり耐力試験結果から得られたす
べり耐力時の相対変位量と異なっている．一方，図-3.5.4（b）より，内側相対変位が 0.2mm となった時
の外側および中央相対変位はそれぞれ 0.23mm と 0.04mm となっており，すべり耐力試験結果から得ら
れたすべり耐力時の相対変位量とほぼ一致している． 
 また，外側と内側の相対変位の比較では，解析においても，外側が内側よりも若干大きくなっており，
すべり耐力試験の結果の傾向とも一致している．すべり耐力試験においても，内側相対変位がある量に
なった段階で主すべりが発生しており，内側相対変位が継手のすべりに大きく関係している． 
したがって，解析におけるすべり定義において，内側相対変位に着目し，それがある一定量になった
時にすべり発生と定義することは，解析ケース間の比較による構造諸元のすべり挙動への影響の解明に
対して適切であると考えられる． 
以上より，「解析における最大荷重発生時，もしくは母板と連結板の接触面の内側相対変位が 0.2mm
に達した時のうち，内側相対変位が小さい方の時点」によってすべり発生を定義することとし，本定義
に従って解析ケース間の比較などを通じてすべり挙動を議論する． 
 
 
（a）中央相対変位 0.2mm 時         （b）内側相対変位 0.2mm 時 
図-3.5.4 相対変位の分布傾向とその比較（解析） 
 
 
3.6 結論 
 本章では，高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動を，FEM 解析によって検討するにあたり，使用する
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モデル，および解析手法の妥当性について，すべり耐力試験の結果と FEM 解析の結果との比較などか
ら検討し，以下のことを明らかにした． 
（1）すべり耐力試験の試験体 No. 6-1 のすべり荷重と解析における最大荷重が一致するように摩擦係数
を調整し，調整した摩擦係数を用いてボルト列数が 8 列および 12 列の場合に対して解析を実施した．
そして，得られた解析結果とすべり耐力試験の結果とを比較し，再現解析の妥当性を検証した．その結
果，荷重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係については，ボルト列数が 8 列と 12
列のそれぞれに対して，両者がおおむね一致していることを確認した．継手の内側と外側に配置された
ボルトの軸力の低下性状については，ある荷重レベルまではすべり耐力試験の結果と解析結果とは一致
したものの，ある荷重レベルからは異なり，すべり耐力試験の結果を再現することはできなかった．一
方，継手中央に配置されたボルトの軸力低下については，両者はおおむね一致した． 
（2）3.4.1 項で決定した摩擦係数を用いて，ボルト列数が 12 列の降伏先行型の場合に対して再現解析を
実施した．そして，得られた解析結果とすべり耐力試験との結果を比較し，解析の妥当性を検証した．
その結果，荷重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係については，両者がおおむね一
致していることを確認した．3.4.1 項と同様，継手の内側と外側に配置されたボルトの軸力については，
最大荷重近傍の荷重レベルにおけるボルト軸力の低下性状が両者で異なり，解析においてそれを再現す
ることはできなかった．一方，継手中央に配置されたボルトの軸力低下については，両者はおおむね一
致した． 
（3）3.4.1 項と 3.4.2 項では，動摩擦係数を静止摩擦係数と等しいと仮定し，すべり発生を最大荷重到達
時としてすべり荷重を定義した．そのため，ボルト列数が 8 列の試験体 No. 6-1 とボルト列数が 12 列の
試験体 No. 7-3 の再現解析において，それぞれの試験結果とほぼ同じすべり荷重を得た．しかし，3 体ず
つ行った試験の結果の平均値では，試験結果と再現解析の結果に差異がみられた．このように，試験結
果そのものについても各種の要因の影響を受けばらついており，解析結果との比較をどのようにすべき
かについて，すべり発生の適切な定義，評価の方法とも関連し，重要である．以上のことから，総合的
に判断すると，本解析モデルと解析手法により，すべり係数の低下，ボルトの軸力低下，荷重伝達メカ
ニズムについては，解析ケースの相対比較による検討が可能と考えられる．  
（4）本解析では，すべり発生までの挙動を検討の対象とし，摩擦係数に一定値を与えている．そのた
め，すべり耐力試験で見られたすべり耐力時の荷重低下は見られず，すべり耐力時の相対変位量にも着
目してすべり判定を行う必要がある．すなわち，すべり耐力試験の多列継手の内側と外側の相対変位が
中央相対変位より大きくなること，その閾値として 0.2mm が妥当であることなどの実験事実に基づいて
すべり発生を定義することとし，解析におけるすべり発生は，「最大荷重発生時，もしくは母板と連結
板の接触面の内側相対変位が 0.2mm に達した時のうち，内側相対変位が小さい方の時点」と定義した． 
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第 4章 列数増加に伴うすべり係数低下のメカニズム解明 
 
 
4.1 まえがき 
前章では，接触面に無機ジンクリッチペイントを塗装した厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり
耐力試験（4.1) （4.2）の試験体を用いて，解析モデルの妥当性について検討した．その結果，解析モデルと
解析手法により，すべり係数の低下，ボルトの軸力低下，荷重伝達メカニズムについては，すべり先行
型および降伏先行型の解析ケースの相対比較による検討が可能と考えられる． 
一方，多列高力ボルト摩擦接合継手を対象とした解析的研究について，亀井ら（4.3）は，すべり/降伏耐
力比 β，連結板/母板降伏耐力比 γが多列に伴うすべり係数低下に与える影響を指摘している．母板厚を
40mm 以下とし，ボルト列数を 2 列から 9 列とした高力ボルト摩擦接合継手の解析モデルを対象に，β
を 0.8～1.2，γを 1.0～1.4 の範囲で解析を行い，すべり係数の変化について議論している．その結果，ボ
ルト列数が増加するごとにすべり荷重が低下することを示し，β の値が大きくなるとすべり荷重が小さ
くなり，γの値が大きくなるとすべり荷重が大きくなるとしている．ただし，亀井らの研究は，9 列まで
を対象としており，10 列を超える多列継手については議論されていない． 
 本章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象とし，構造諸元（すべり/降伏耐力比 β，母板の断
面形状，連結板/母板降伏耐力比 γなど）がすべり挙動に与える影響や，ボルトの多列配置によるすべり
係数低下のメカニズムの定量的な解明を目的として，構造諸元を変化させた FEM 解析を行う． 
 
 
4.2解析ケース 
 有限要素解析コードは Abaqus/Standard（4.4）である．解析モデルは，図-4.2.1 に示すように，すべり耐
力試験の試験体（4.5）を参考に，構造諸元を設定している．また，解析モデルにおいて，材料特性を文献
（4.6）に，摩擦係数を文献（4.7）にそれぞれ参考し，設定している．  
 
 
図-4.2.1 解析モデルの例 
ボルト
母板
連結板
座金
Y
XZ
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表-4.2.1 に設定した解析ケースとその諸元を示す．解析ケース名は，母板厚，ボルト列数，すべり/降
伏耐力比 β（以下，βという）を順に指しており，特に最後に連結板/母板降伏耐力比 γ（以下，γという）
が付された場合，γ が 1.52 であることを示している．β は，すべり耐力と母板の純断面降伏耐力の比で
ある．γは，連結板と母板の純断面降伏耐力の比である．それぞれ式(4.2.1)，(4.2.2)で定義される．また，
表-4.2.1 の中のすべり係数μを式(4.2.4)で定義される． 
 
表-4.2.1 解析ケースの諸元と結果のまとめ 
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ここで， 
Pd：設計すべり耐力，PSL：すべり荷重，W：板幅，d：ボルト孔径（=24.5mm），t1：母板厚， 
t2：連結板厚，σy：解析で設定した母板の降伏応力，σy
'：解析で設定した連結板の降伏応力， 
μ0：摩擦係数，m：接触面の数（=2），n：ボルト列数，N0：設計ボルト軸力（=205kN）， 
N1i：i 番目ボルトの導入軸力， 
 
 ここでは，すべり耐力試験の試験体の構造諸元を基本に，ボルト列数，母板厚，連結板厚を変化させ
た解析ケースを設定した．母板厚については，すべり耐力試験の試験体である 75mm を基本に，50mm，
3 117 604 0.484
5 179 1,012 0.482
8 272 1,606 0.480
10 334 1,848 0.441
12 396 1,974 0.393
3 84 598 0.485
5 124 996 0.483
8 183 1,578 0.481
10 223 1,939 0.473
12 262 2,119 0.431
3 64 581 0.485
5 91 972 0.484
8 130 1,575 0.482
10 157 1,950 0.482
12 190 2,268 0.459
3 32 19 80 0.95 1.23 594 0.476
12 75 38 120 0.95 1.05 1,861 0.378
3 84 597 0.487
5 124 1,000 0.487
8 183 1,550 0.485
12 262 2,393 0.485
32mm-12-0.57
解析
ケース
ボルト
列数
母板厚
(mm)
連結板厚
(mm)
板幅
(mm)
すべり/降伏
耐力比β
連結板/母板
降伏耐力比γ
すべり耐力
P SL(kN)
すべり
係数
50mm-12-0.57γ
32
50
75
50
32mm-3-0.95
75mm-12-0.95
50mm-3-0.57γ
50mm-5-0.57γ
50mm-8-0.57γ
75mm-3-0.57
75mm-5-0.57
75mm-8-0.57
75mm-10-0.57
75mm-12-0.57
50mm-3-0.57
50mm-5-0.57
50mm-8-0.57
50mm-10-0.57
50mm-12-0.57
32mm-3-0.57
32mm-5-0.57
32mm-8-0.57
32mm-10-0.57
19
26
38
38
0.57
0.57
0.57
0.57
1.23
1.08
1.05
1.52
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32mm と変化させた． 
 表-4.2.2 に解析ケース間の比較項目を示す． 
・ボルト列数の比較（表中の①②③）：表中の同じ○数字の解析ケースどうしを比較することで，板厚
と βが一定のもと，ボルト列数（3,5,8,10,12 列）の影響を検討する．  
・母板の断面形状の比較（表中の④⑤）：βとボルト列数が一定のもと，断面形状（板幅，板厚）を変化
させた場合のすべり係数を比較する．板幅は，ボルト群の中におけるボルト中心間隔（作用力と直角方
向の中心間隔）を想定しており，ここでは，ボルト中心からその端までの距離を便宜上，縁端と呼んで
いる． 
・βの比較（表中の⑥⑦）：板厚とボルト列数が一定のもと，β=0.57 の場合と β=0.95 の場合を比較し，β
がすべり係数に与える影響を検討する．  
・γの比較（表中の⑧⑨⑩⑪）：板厚，列数，βが一定のもと，連結板厚を変化させ γ（γ=1.08 と γ=1.52）
がすべり係数に与える影響を検討する．  
 
表-4.2.2 解析ケース間の比較項目 
 
 
 
4.3 解析結果と考察 
 
4.3.1 荷重-相対変位関係 
 引張荷重と母板と連結板の内側相対変位の関係を図-4.3.1 に示す．内側相対変位は母板の軸方向変位
量と連結板の軸方向変位量の差であり，その計測位置を図-4.2.3 に示す．図-4.3.1 の中の赤色点線はすべ
50mm-8-0.57γ ⑩
50mm-12-0.57γ ⑪
50mm-3-0.57γ ⑧
50mm-5-0.57γ ⑨
32mm-3-0.95 ⑥
75mm-12-0.95 ⑦
75mm-10-0.57 ③
75mm-12-0.57 ③ ⑤ ⑦
75mm-5-0.57 ③ ④
75mm-8-0.57 ③
50mm-12-0.57 ② ⑤ ⑪
75mm-3-0.57 ③
50mm-8-0.57 ② ⑩
50mm-10-0.57 ②
50mm-3-0.57 ② ⑧
50mm-5-0.57 ② ④ ⑨
32mm-10-0.57 ①
32mm-12-0.57 ① ⑤
32mm-5-0.57 ① ④
32mm-8-0.57 ①
比較項目
ボルト列
数
母板の
断面形状
すべり/降伏
耐力比β
連結板/母板
降伏耐力比γ
32mm-3-0.57 ① ⑥
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り発生を定義する評価基準の一つである相対変位量の閾値 0.2mm を示している． 
図-4.3.1 より，3 列，5 列，8 列の場合，最大荷重発生時がすべり発生となり，10 列と 12 列の場合，
内側相対変位が 0.2mm に達した時がすべり発生となっていることがわかる．すなわち，列数が増えるに
従い，最大荷重時の相対変位量が大きくなり，列数が少ない 3 列と 5 列では荷重で，列数が多い 10 列
と 12 列では内側相対変位で，これらの間となる 8 列では，板厚によって最大荷重，もしくは内側相対
変位のいずれかですべりが決定されている． 
荷重-相対変位関係における初期の剛性については，断面形状の影響を受け，同じ列数では板厚が薄い
ほど内側相対変位が大きくなっている．β を一定，すなわち母板純断面積を一定とした場合，板厚が薄
く，板幅が広いケースでは，早期に内側相対変位が 0.2mm に達するためすべり荷重は低くなる． 
βの影響を検討するため，3 列，12 列それぞれの，βが 0.57 と 0.95 の解析ケースを比較する．図-4.3.1
（a）に示されるように，3 列のケースでは，βが大きいケースの方が，相対変位が大きくなっているが，
β の違いによる相対変位にはあまり差は見られず，発生する相対変位量も少ないため，相対変位量がす
べり荷重に与える影響は少ないと考えられる．一方，図-4.3.1（e）に示されるように，12 列のケースで
は，β が大きいケースの方が，相対変位が大きく，β の違いによる相対変位にも差が認められ，相対変
位量がすべり荷重に影響を与えている． 
 γが 1.52 である 50mm-3-0.57γ，50mm-5-0.57γ，50mm-8-0.57γ，50mm-12-0.57γの比較では，ボルト列数
が増えるにつれて，内側相対変位は小さくなる傾向にある．特に，列数の多い 12 列の場合では，その
傾向は顕著となっている．このように，列数の多い場合では，端部の相対変位は大きくなり，γ が大き
いことによって連結板の断面積は大きく，連結板に作用する軸方向応力が小さくなることから，相対変
位は小さくなっていると考えられる．その結果，γ が大きい方がすべり荷重が高くなるものと考えられ
る． 
 
 
（a）3 列の場合               （b）5 列の場合 
図-4.3.1 荷重-内側相対変位関係 
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（c）8 列の場合               （d）10 列の場合 
 
 
（e）12 列の場合 
図-4.3.1 荷重-内側相対変位関係 
 
4.3.2 ボルトの軸力低下率 
 図-4.3.2 にすべり発生時の各ボルトの軸力低下率を示す．ここで軸力低下率は導入軸力とすべり発生
時の軸力差を導入軸力で除したものである．横軸は図-4.2.3 に示すボルト番号を表し，内側から外側に
向かって順に 1~12 としている． 
 図-4.3.2 より，薄板で多列の場合，内側と外側のボルトの軸力低下率が高く，中央のボルトの軸力低
下率が低く，その値は中央のボルト群でほぼ一定である．板厚 75mm の場合では，外側のボルトの軸力
低下率は，板厚 32mm，50mm のそれより低く，中央のボルトの軸力低下率とほぼ同じかさらに低い． 
βに着目すると βの大きい 75mm-12-0.95 のボルトの軸力低下率は，他のケースより大きくなっている．
これは，すべり発生時の引張荷重によって生じる母板の軸方向応力が大きく，ポアソン効果による板厚
減少のため，ボルト軸力の低下が大きくなったものと考えられる． 
 また，内側と外側のボルトの軸力低下率を比較すると，内側ボルトの軸力低下率が大きくなっている．
これは，母板および連結板に作用する断面力の偏心から生じる付加曲げの影響と考えられる．模式図を
図-4.3.3 に示す．母板に作用する断面力は，ボルトまわりの接触面を介して母板と連結板の断面力に分
担される．それぞれの断面力の作用点を板の図心と仮定すると，断面力の偏心による付加曲げモーメン
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トがボルトに生じることとなる．したがって，継手の接触面にはたらく垂直応力の分布は，模式図に示
すようにボルト導入軸力から生じる一定の応力と，付加曲げから生じる線形分布の応力を足し合わせた
台形状の分布になると考えられる．隣り合うボルトの相互作用を考慮した場合の応力分布の模式図を図
-4.3.4 に示す．各ボルトの接触面に作用する応力が隣のボルトに影響しない場合は細線のようになるが，
実際には隣のボルトと相互に作用するため，不連続とはならず均等化され太線のような応力分布になる
と考えられる．このため，内側のボルトの接触面に作用する応力は高く，外側は低くなると考えられる．
接触力が大きいと板厚減少が大きく，その結果，接触力の大きい内側のボルトの軸力低下率が内側のボ
ルトより大きくなったものと考えられる． 
 γが 1.52 であるケースを着目すると，すべてのボルトの軸力低下率が小さいことがわかる．これは，
連結板の板厚が厚くなっており，軸方向応力が小さく，ポアソン効果による板厚減少が小さくなるため
と考えられる． 
 
 
  
（a）3 列の場合               （b）5 列の場合 
 
  
（c）8 列の場合               （d）10 列の場合 
図-4.3.2 すべり発生時のボルト軸力低下率 
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（e）12 列の場合 
図-4.3.2 すべり発生時のボルト軸力低下率（続き） 
 
 
図-4.3.3 ボルト 1 本に着目した接触面の垂直応力分布 
 
 
図-4.3.4 継手の接触面の垂直応力分布 
 
 すべり発生時のボルト軸力低下は，特にすべり先行型において，引張荷重による板の弾性伸びに対し
て生じる板厚方向のポアソン効果によるものと考えられる．ここでは，ポアソン効果による軸力低下量
を試算する． 
 ポアソン効果によるボルト軸力の低下量を試算するため，以下のことを仮定する． 
 (a) すべての変形は弾性範囲内で，降伏は生じない． 
(b) 母板厚は連結板の総厚と等しいとする．すなわち，母板の板厚を t とするとき，継手総厚は 2t と
なる． 
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 (c) 接合面で引張荷重が均等に伝達され，接合面上の荷重方向の任意の場所での母板と連結板の断面
に作用する作用力の和は引張荷重と等しい． 
 表-4.3.1 に軸力導入前後，およびすべり発生時のボルト長さとボルト軸力の関係を示す．なお，ポア
ソン効果によって生じる板厚変化量を δp，その板厚変化によって生じるボルト軸力変化量を Np として
いる． 
 
表-4.3.1 ボルト長さと軸力の変化 
 
 
まず，ボルト軸力導入によって生じる板厚変化量 δbは， 
E
tt bbb

  22       （4.3.1） 
ここで： 
t：母板厚，δb：ボルト長さの変化量（軸力導入後），εb：ボルトのひずみ（軸力導入後）， 
σb：ボルトの応力（軸力導入後），E：ヤング率 
 
となる．また，引張荷重のポアソン効果によるボルト長さの変化 δpは， 
E
t
E
S
p
tt
y
cp





   （4.3.2） 
ここで 
δp：ボルト長さの変化量（すべり発生時），ν：ポアソン比， 
εc：母板の軸方向ひずみ（すべり発生時），P：母板断面力，S：純断面積， 
βσy：すべり発生時の母板応力（=P/S） 
 
となるから，ボルト軸力の変化量 Npは，ボルト長さと軸力の比で求められ， 
b
y
b
c
b
P
P NNNN






22
000

  （4.3.3） 
ここで 
Np：ボルトの軸力低下量，N0：ボルトの設計軸力（205kN） 
 
となる． 
式（4.3.3）の右辺より，Npは板厚，ボルト列数とは関係せず，βに関係することがわかる．  
 式（4.3.3）に，表-4.2.1 に示した解析モデルの材料特性を代入して試算を行った結果，βが 0.57 とし
た解析ケースのボルト軸力の変化量 Npが求められる．それに対し，ポアソン効果によるボルトの軸力
低下率が 5.7%となった．これは，図-4.3.2 に示したすべり発生時の軸力低下率とほぼ一致している． 
N 0 N 0 -N p
軸力導入前 軸力導入後 すべり時
ボルト長さ
ボルト軸力
2t -δ b 2t 2t -δ p
0
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4.3.3 せん断応力とボルトの分担摩擦力 
 図-4.3.5 にすべり発生時の接触面にはたらくせん断応力τxyの分布を，図-4.3.6 にすべり発生時のボル
ト 1 本あたりの分担摩擦力の分布をそれぞれ示す．図の縦軸は各ボルト列の分担摩擦力をボルト 1 本あ
たりのすべり耐力 Scr で除して無次元化した値を，横軸はボルト位置を表している．なお，ボルトの分
担摩擦力は，図-4.3.7 に示すボルトごとに，分割した領域における連結板表面に発生するせん断応力の
積分値である．なお，ボルト 1 本，１接触面あたりのすべり耐力 Scrは，式（4.3.4）で求められる． 
 
   
10 NScr  
          
．．．．．．（4.3.4）
 ここで 
 μ0：摩擦係数，N1：ボルトの導入軸力 
 
 図-4.3.5 より，3 列，5 列，8 列の場合，すべり発生時において内側ボルト，中央ボルト，外側ボルト
周辺のせん断応力τxy分布はほぼ同じである．一方，10 列と 12 列の場合，内側ボルト，外側ボルトに
比べ，中央ボルト周辺のせん断応力τxyが小さくなっており，75mm-12-0.95 のケースで顕著に表れてい
る．このように，12 列の場合では，各ボルトが分担する摩擦力がボルト位置によって異なり，分布性状
が不均一になっている．また，板厚に着目すると，板厚が薄いケースで，ボルト孔周辺のせん断応力が
大きくなっている．これは，薄板のボルト孔周辺の接触圧が大きくなり，伝達されるせん断応力も大き
くなるためと考えられる． 
 また，板幅が大きい 32mm-12-0.57，50mm-12-0.57，75mm-12-0.57 のケースでは，ボルト孔から離れ
た部位にせん断応力がほとんど発生しておらず，板幅が広い場合でも，せん断応力による荷重伝達はボ
ルト孔の周辺で行われていることがわかる． 
 
       
（a）3 列の場合 
図-4.3.5 すべり発生時の連結板のせん断応力τxyの分布 
τxy（N/mm2） 32mm-3-0.57
50mm-3-0.57
75mm-3-0.57
32mm-3-0.95
50mm-3-0.57γ
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（b）5 列の場合 
 
 
（c）8 列の場合 
 
 
（d）10 列の場合 
図-4.3.5 すべり発生時の連結板のせん断応力τxyの分布（続き） 
32mm-5-0.57
50mm-5-0.57
75mm-5-0.57
50mm-5-0.57γ
32mm-8-0.57
50mm-8-0.57
75mm-8-0.57
50mm-8-0.57γ
32mm-10-0.57
50mm-10-0.57
75mm-10-0.57
50mm-10-0.57γ
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（e）12 列の場合 
図-4.3.5 すべり発生時の連結板のせん断応力τxyの分布（続き） 
 
 図-4.3.6 より，3 列，5 列，8 列の場合，すべり発生時において，ほぼすべてのボルト列で無次元化分
担摩擦力（分担摩擦力/すべり耐力）が均一で，1 に近い状態になっていることがわかる．一方，10 列と
12 列の場合，すべり発生時において，各ボルト列の無次元化分担摩擦力が不均一となり，いずれのケー
スも内側と外側のボルト列で分担摩擦力がすべり耐力 Scr に近く，中央のボルト列で分担摩擦力がすべ
り耐力 Scrから離れている．さらに，50mm-12-0.57，75mm-12-0.57 と比べ，32mm-12-0.57 の中央ボルト
の無次元化分担摩擦力は低くなっている．このように分担摩擦力がボルト一本当たりのすべり耐力に到
達しないボルトが存在しており，このことがボルトが多列となる場合のすべり係数低下の原因となって
いると考えられる． 
 また，内側ボルト列で無次元化分担摩擦力が 1 より大きく，外側ボルト列でそれが 1 より小さくなっ
ていることもわかる．これは，連結板と母板に作用する断面力の偏心によって生じる付加曲げモーメン
トにより，接触面に働く垂直応力が異なるためと考えられる． 
 β を着目し，75mm-12-0.57 と 75mm-12-0.95 の両ケースを比較すると，内側ボルトと外側ボルトで無
次元化分担摩擦力はいずれも 1 に達しているが，中央ボルトではその値がケース 75mm-12-0.57 で 0.6，
75mm-12-0.95 で 0.3 となっており，75mm-12-0.95 の場合，中央ボルトの無次元化分担摩擦力が非常に小
さくなっている．これは，75mm-12-0.95 の場合，75mm-12-0.57 に比べて，母板の純断面積が小さく，
その結果，外側と内側のボルト位置での軸向応力が大きくなり，早期に内側の相対変位が 0.2mm に達す
るためと考えられる． 
 図-4.3.6 より，γが 1.52 であるケースでは，ほぼすべてのボルト列の無次元化分担摩擦力が均一で，1
に達している．連結板厚を大きくすることで，連結板に発生する応力を抑え，相対変位が小さくなって
32mm-12-0.57
50mm-12-0.57
75mm-12-0.57
50mm-12-0.57γ
75mm-12-0.95
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いるためと考えられる． 
 
 
（a）3 列の場合               （b）5 列の場合 
 
 
（c）8 列の場合               （d）10 列の場合 
 
 
（e）12 列の場合 
図-4.3.6 すべり発生時の各ボルト列数の分担摩擦力 
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図-4.3.7 ボルトごとに分割した接触面の領域 
 
4.3.4 作用断面力 
 図-4.3.8 はすべり時の連結板と母板の各断面位置による作用断面力を，断面位置を無次元化して整理
したものである．図-4.3.9 に母板と連結板の無次元化した断面位置（10 列の場合）を示す．断面位置は，
ボルト列数の違いで継手の長さが異なるため，内側が 0，外側が 1 となるように無次元化している．あ
る位置の作用断面力と隣の作用断面力の差が，その間にあるボルト 1 本当たりの分担摩擦力となる．あ
る位置の母板断面の作用断面力（図-4.3.8（a））と，同じ位置の連結板のそれを加えると，引張荷重と等
しくなるため，図で示している値を合計すると 1 となる．各ボルトの分担する摩擦力が均一であれば，
すべり係数と摩擦係数の差が小さくなり，作用断面力の分布は線形に近づく．反対に，多列ボルトの場
合のように，中央ボルトの分担摩擦力が低く，各ボルトの摩擦力が均一でない場合は，作用断面力の分
布が線形にならず曲線になり，すべり係数と摩擦係数の差が大きくなっている．なお，図-4.3.6 と図-4.3.8
の関係は，前者が各ボルト一本当たりの分担摩擦力を示すのに対して，後者は，内側，あるいは外側か
ら分担摩擦力の累積値を示したものになる． 
  図-4.3.8 より，5 列の場合，作用断面力の変化は断面位置に対しほぼ線形になっていることから，各ボ
ルトの分担摩擦力が均等であることがわかる．10 列の場合，32mm-10 列と 50mm-10 列と比べ，75mm-10
列の作用断面力変化は断面位置に対しほぼ線形になっている．そのため，75mm-10 列の各ボルトの分担
摩擦力が均一であるのに対し，32mm-10 列と 50mm-10 列の場合は不均一であると考えられる．12 列の
場合，板厚が厚いほど作用断面力の変化は線形に近づいており，各ボルトの分担摩擦力が均等に近いと
いえる．母板が薄い方が，低い荷重段階ですべりが発生するため，各ボルトの分担摩擦力が均等ではな
く，作用断面力の分布は非線形になる． 
 
  
母板断面（内側-外側）           連結板断面（内側-外側） 
（a）5 列の場合 
図-4.3.8 すべり発生時の作用断面力の分布 
ボルト1に対応した接触面の領域
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母板断面（内側-外側）           連結板断面（内側-外側） 
（b）10 列の場合 
 
  
母板断面（内側-外側）           連結板断面（内側-外側） 
（c）12 列の場合 
図-4.3.8 すべり発生時の作用断面力の分布（続き） 
 
 
図-4.3.9 母板と連結板の断面位置と無次元化座標（ボルト列数 10 列の場合） 
 
4.3.5 軸方向応力および相対変位 
 図-4.3.10にすべり発生時の連結板中央断面A-Aの軸方向応力の板厚方向平均値σxの分布を示す（
4.8）．
なお，着目断面である連結板中央断面 A-A の位置は，内側相対変位の測定位置であり，図-4.3.11 に示し
ている．ここでは，板厚方向の応力分布の差異が微小であることから，連結板の軸方向応力は板厚方向
の平均値で示している．図-4.3.10 の縦軸は図-4.3.11 に示すように，連結板中心から縁端に向かう幅方向
（Y 方向）の距離を，横軸は軸方向応力の板厚方向平均値σxを示す．図中の点線は，各ケースの引張
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荷重を着目断面 A-A の断面積で除した軸方向の断面平均応力σx'である．なお，同じ板厚のケースでは，
列数の多いものほど，βを一定とするうえで板幅は大きくなる． 
 
 
（a）板厚 75mm の場合 
 
 
（b）板厚 50mm の場合 
 
 
（c）板厚 32mm の場合 
図-4.3.10 軸方向応力の板厚方向平均値σxの分布 
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図-4.3.11 断面 A-A の位置およびσxの表示 
 
 図-4.3.10 より，各ケースの断面 A-A の軸方向応力σxの分布について，いずれのケースにおいても，
軸方向応力のピーク値が板厚，板幅に関係なく，ほぼ一定となっている．また，このピークが発生する
位置は（図中の赤線），わずかではあるが板厚が薄いほどボルト中心に近くなる．薄板の場合，ボルト
軸力の導入による接触圧がボルト孔周辺に集中し，これによって生じた摩擦力によって荷重伝達が行わ
れるため，軸方向応力の分布のピークがボルト孔近傍になっているものと考えられる． 
 さらに，板幅が広いケースでは，縁端に近づくほど軸方向応力が小さくなり，その断面平均応力が小
さくなっている．ただし，板厚 75mm の場合では，5 列のケースの板幅が狭く，縁端で最大応力となっ
ており，12 列と比べ，断面平均応力σx'がは小さくなっている． 
 図-4.3.12 にすべり発生時の内側相対変位の板幅方向分布を示す．図の縦軸は，断面 A-A における，縁
端から板幅中心に向かう Y 方向の距離を，横軸は母板と連結板の内側相対変位をそれぞれ示す．図中の
点線はすべり発生の定義の基準の閾値の一つである相対変位 0.2mm を示す．図より，幅縁端からボルト
位置に向けて，相対変位が小さくなっていること，板厚が同じケースにおいては，板幅の違いによる相
対変位の減少傾向に大きな差異が見られないこと，板幅が広く，板厚が薄いものほど板幅中央と縁端で
相対変位の差が大きくなっていることがわかる． 
 以上のことから，βを一定とした条件においても，板厚や板幅によって，断面内の軸方向応力分布や
相対変位分布分布が変化し，すべり挙動に影響を与えていることがわかる． 
 
 
（a）板厚 75mm の場合 
図-4.3.12 内側相対変位の板幅方向分布 
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（b）板厚 50mm の場合 
 
 
（c）板厚 32mm の場合 
図-4.3.12 内側相対変位の板幅方向分布（続き） 
 
4.3.6 すべり係数 
 解析により得られたすべり荷重とすべり係数を表-4.2.1 に示している．すべり係数とボルト列数の関
係を図-4.3.13 に示す．図-4.3.13 より，ボルト列数が 8 列まででは，すべり係数はほぼ一定であり，8 列
以上の場合，断面構成によってその傾向は異なるが，ボルト列数の増加に伴って低下している．この傾
向は，道路橋示方書（4.9)に示されている多列となる場合の低減係数と一致している． 
 ボルト列数が 8 列までの場合に対し，すべり係数は摩擦係数より 4%程度低下している．これは，引
張荷重によるでポアソン効果で板厚が減少し，その結果，ボルト軸力が低下したためと考えられる．  
 一方，10 列と 12 列では，すべり係数の摩擦係数からの低下が，8 列までのそれよりも大きくなって
いる．これは，すべり発生時（内側相対変位が 0.2mm に達した時）に，図-4.3.6 に示したように，各ボ
ルト列の分担摩擦力が不均一となり，継手の中央部分のボルト列における分担摩擦力が低いためと考え
られる．このように，すべり係数の低下は，板厚減少によるボルト軸力の低下と，ボルト列の分担摩擦
力の不均一さの影響によるものと考えられる． 
 βが一定（β=0.57）のもと，母板の断面形状の違いに着目すると， 既に述べたように，3 列，5 列，8
列のすべり係数はほぼ一定であり，その影響は見られない．しかしながら，10 列の場合，板厚 32mm，
50mm，75mm の順に，すべり係数は約 9%，2%，0.4%，12 列で約 19%，9%，5%それぞれ低下している．
このように，多列の場合，板厚が薄く，板幅が大きくなるほど，すべり係数が低下している．一方，
32mm-3-0.57 と比較して，32mm-3-0.95 のすべり係数は約 2%，75mm-12-0.57 と比較して，75mm-12-0.95
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のすべり係数は約 18%，それぞれ低下している．このように，βの違いがすべり係数に与える影響は，
板厚が大きく，列数が多いほど大きくなっている． 
 γを 1.52 とした場合，すなわち，母板厚に比べて，連結板厚を大きくした場合では，ボルト列数が増
加しても，すべり係数はほぼ一定となり，低下しない．これは，連結板が大きくなると，連結板に発生
する軸方向応力が小さくなり，ボルト軸力の低下が小さくなるため，すべり係数の低下がほとんど生じ
なかったものと考えられる． 
図-4.3.14 にすべり係数と βL の関係を示す．ボルト列数，ボルト中心間隔，および継手の縁端距離な
どの影響を総合的に考慮するため，継手長さ L（連結板の中央から，連結板端部までの距離）とすべり/
降伏耐力比 βに着目して，すべり係数を整理した．横軸は継手の長さ L と βとを乗じた値 βLであり，
継手長さとすべり/降伏耐力比の影響を考慮できるパラメータとして選定した．図より，いずれのケース
においても βLが 350mm 程度になると，すべり係数が低下している．さらに，βL 値の増加に伴い，す
べり係数が低下する．また，βが大きい 75mm-12-0.95 では，継手長さが同じ 75mm-12-0.57 に対して，βL
値がこれより大きく（=860），すべり係数は，75mm-12-0.57 より低下している． 
 
 
図-4.3.13 すべり係数とボルト列数の関係 
 
 
図-4.3.14 すべり係数と βLの関係 
0.30 
0.32 
0.34 
0.36 
0.38 
0.40 
0.42 
0.44 
0.46 
0.48 
0.50 
3 6 9 12 15 18 21
す
べ
り
係
数
ボルト列数
板厚32mm(β=0.57)
板厚50mm(β=0.57)
板厚50mm（β=0.57,γ=1.52)
板厚75mm(β=0.57)
32mm-3-0.95
75mm-12-0.95
道示10)
0.30 
0.32 
0.34 
0.36 
0.38 
0.40 
0.42 
0.44 
0.46 
0.48 
0.50 
100 200 300 400 500 600 700 800 900
す
べ
り
係
数
βL
板厚32mm(β=0.57)
板厚50mm(β=0.57)
板厚75mm(β=0.57)
32mm-3-0.95
75mm-12-0.95
72 
 
ボルト中心間隔を限定した場合，ボルト列数ですべり係数を評価することは，設計上の簡便さも判断
すると十分合理的である．しかしながら，ボルト中心間隔などもパラメータとしてすべり係数を検討す
る場合においては，継手長さを考慮できる βL 値ですべり係数を評価する方が，各種の構造要因を統一
的に評価できることから望ましいと考えられる． 
 
 
4.4 結論 
 本章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手に着目し，β，母板の断面形状，γがすべり挙動に与える
影響や多列継手におけるすべり係数低下のメカニズムの定量的な解明を目的として，FEM 解析を行った．
本章により得られた主な結論を以下に示す． 
（1）荷重と母板と連結板の相対変位の関係により，ボルト列数が少ない場合，相対変位が小さく，す
べり荷重は最大荷重で定義され，ボルト列数が多い場合，相対変位が大きく，すべり荷重は内側相対変
位が 0.2mm に達した時の荷重と定義される． 
（2）板厚 32，50mm の場合，内側と外側のボルトの軸力低下率が高く，中央のボルトの軸力低下率は
低く，その値はボルト位置によらずほぼ一定である．しかし，板厚 75mm の場合では，外側のボルトの
軸力低下率は，板厚 32mm，50mm のそれより低く，中央のボルトの軸力低下率とほぼ同じかさらに低
い．また，β が大きい場合，引張荷重により生じる板の伸びから来るポアソン効果が大きく，ボルトの
軸力低下率が大きくなっている．γ が大きいケースでは，連結板の断面積大きく，軸方向応力が小さく
なり，ポアソン効果も小さくなるため，軸力低下率が小さくなっている． 
（3）すべり発生時のボルト 1 本の分担摩擦力分布に着目すると，8 列以下の場合では，各ボルトの分担
摩擦力がボルト 1 本あたりすべり耐力 Scrにほぼ等しく，均等になっている．一方，8 列以上の場合，内
側と外側のボルトの分担摩擦力はボルト 1 本あたりすべり耐力 Scr にほぼ等しいが，継手中央のボルト
が分担するボルト 1 本の分担摩擦力はすべり耐力 Scrの 50%程度に低下している． 
（4）連結板中央断面の軸方向応力の分布について，そのピーク値は板厚，板幅に関係なく，ほぼ一定
であり，ボルト中心から約 30mm（ボルト孔壁から約 18mm）に位置する．ただし，その位置は板幅の
影響をわずかに受け，板幅が大きいほど，ボルト孔近傍に移動する．また，板幅が大きくなると縁端に
近づくほど軸方向応力が小さくなっている．一方，内側相対変位については，幅縁端からボルト位置に
向けて，小さくなっていること，板厚が同じケースにおいては，板幅の違いによる相対変位の減少傾向
に大きな差異が見られないこと，板幅が広く，板厚が薄いものほど板幅中央と縁端で相対変位の差が大
きくなっているがわかる． 
（5）ボルト列数によりすべり係数を評価する場合，8 列以下の場合は列数によるすべり係数の変化は見
られず，有意な低下は見られない．一方，ボルト列数が 8 列以上となる場合，すべり係数はボルト列数
の増加に伴い，低下する．その低下率は，板厚が薄く，板幅が大きいほど，大きくなっている．また，
βが大きいとすべり係数の低下率が大きくなるが，γが大きいとすべり係数の低下率が小さくなる． 
（6）ボルト列数，ボルト中心間隔，および継手の縁端距離などの構造要因を考慮するため，継手長さ L
およびすべり/降伏耐力比 βに着目して，すべり係数を整理した．その結果，βと継手長さ L の積をパラ
メータとすることで，ボルト中心間隔，継手の縁端距離，すべり/降伏耐力比などのすべり係数に与え
る影響を統一的に評価できる可能性があることを示した． 
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第 5章 各種構造因子とすべり係数の関係に関する解析的検討 
 
 
5.1 まえがき 
 多列高力ボルト摩擦接合継手に対し，海外基準である ECCS（5.1），Eurocode（5.2）などでは，長い継手
におけるすべり強度の低減に関して，最外ボルト列と最内ボルト列間の距離 Ljとボルト孔径 djの比 Lj/dj
によって，すべり強度の低減係数を規定している． 
 国内の建築分野の鋼構造接合部設計指針（5.3）では，すべり方向のボルト列数が 10 本以下の場合には
すべり耐力の低下はほとんど生じないとされている．また，ボルト本数が 10 本を超える場合には，各
ボルトの分担摩擦力が不均等になりすべり耐力が低下するため，設計すべり耐力を低減する必要がある
と規定されている．そのすべり耐力の低減量は，ECCS の低減係数の評価式により提案されている． 
 道路橋示方書（5.4）では，ボルト列数が 8 列以下の場合にはすべり耐力が低下せず，8 本以上の場合に
はすべり耐力が低下するため，設計すべり耐力には低減係数を乗じると規定されている．なお，道路橋
示方書では，設計上の簡易性を考慮してボルト列数で与えられるのに対し，海外基準の低減係数は継手
長さで与えられるという違いがある． 
 亀井ら（5.5）の，ボルト列数がすべり挙動に与える影響に関する研究では，ボルト列数を 2 列から 9 列
とした高力ボルト摩擦接合継手を対象とした解析を実施しており，ボルト列数によるすべり荷重の低下
を定量的に評価している． 
 しかしながら，4 章における厚板多列高力ボルト摩擦接合継手（5.6）を対象とした解析結果から，すべ
り係数の低下率は，母板の断面形状，すべり/降伏耐力比の違いによって異なることを示した． 
 本章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象とし，各種構造因子（母板の断面形状，すべり/
降伏耐力比，ボルト列数，ボルト中心間隔など）がすべり係数に与える影響を統一的に評価することを
目的としている． 
 
 
5.2 解析ケースおよび比較項目 
 解析には，有限要素解析コード Abaqus/Standard（5.7）を用いる．図-5.2.1 にすべり耐力試験（5.6）の試験
体の構造諸元を参考に設定した一行配置および千鳥配置の解析モデルのモデル化範囲および形状，要素
分割の例を示す．解析モデルは対称性を考慮し，図に示すような 1/8 モデルとしている．母板，連結板，
およびボルト頭部と座金には 8 節点ソリッド完全積分要素を使用した．要素は要素形状に留意しながら
軸方向長さ 5.5mm 程度を基本として分割し，約 10,000~30,000 の要素数としている．  
 母板と連結板，孔壁とボルト軸部，座金と連結板における接触条件，および解析手法は，文献（5.8）
を参考に設定した． 
 ここでは，すべり発生までのメカニズムの解明およびすべり係数の変化を主な着目点としていること
から，すべり後の挙動に大きく影響する動摩擦係数については，静止摩擦係数と等しいと仮定した．な
お，解析で設定した母板と連結板の摩擦係数は，文献（5.8）と（5.9）を参考し，0.5 と設定した． 
 本解析で用いた材料特性を表-3.3.1 に示す．母板と連結板の材料特性は，すべり耐力試験体の際に行 
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った材料強度試験結果（5.6）に基づいて設定した．ただし，ボルトと座金について，その強度がすべり挙
動に与える影響が小さいと考えられるため，材料強度試験を行わず，降伏点は公称値（5.10）とし，応力-
ひずみ関係における降伏後の 2 次勾配はヤング率の 100 分の 1 とした． 
 
 
 
（a）一行配置の場合（75mm-10-0.57，ピッチ 75mm） 
 
 
（b）千鳥配置の場合（75mm-10-0.57，ピッチ 75mm） 
図-5.2.1 解析モデルのモデル化範囲と形状および要素分割の例 
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 表-5.2.1 に設計した解析ケースとその諸元を示す．解析ケース名は，母板厚，ボルト列数，すべり/降
伏耐力比 β，ボルト中心間隔を順に指している．なお，ボルト中心間隔が記述されていない場合はボル
ト中心間隔が 75mm であることを示し，記述されている場合はボルト中心間隔がその数値（110m また
は 150mm）であることを示している．また，千鳥配置の場合では，解析ケース名の最後に g66 と付いて
いるのは，ボルトゲージが 66mm であることを示している． 
 
表-5.2.1 解析ケース 
（a）一行配置 
 
 
（b）千鳥配置 
 
 
 
 
75mm-3-0.57 3 64 230 200 581 0.485
75mm-5-0.57 5 91 380 201 972 0.484
75mm-8-0.57 8 130 605 204 1,575 0.482
75mm-10-0.57 10 157 755 202 1,950 0.482
75mm-12-0.57 12 190 905 206 2,268 0.459
75mm-5-0.57-110 5 91 520 204 988 0.484
75mm-7-0.57-110 7 117 740 205 1,382 0.482
75mm-10-0.57-110 10 157 1070 205 1,839 0.449
75mm-3-0.57-150 3 64 380 202 589 0.486
75mm-5-0.57-150 5 91 680 204 987 0.484
75mm-6-0.57-150 6 104 830 204 1,185 0.483
75mm-8-0.57-150 8 130 1130 205 1,479 0.451
75mm-10-0.57-150 10 157 1430 205 1,654 0.404
75mm-12-0.57-150 12 190 1730 205 1,778 0.361
75mm-5-0.95 5 64 380 203 966 0.476
75mm-8-0.95 8 88 605 206 1,513 0.460
75mm-10-0.95 10 104 755 204 1,710 0.420
75mm-12-0.95 12 120 905 205 1,861 0.378
75mm-3-1.2 3 43 230 204 582 0.475
75mm-5-1.2 5 56 380 199 938 0.472
75mm-6-1.2 6 62 455 207 1,155 0.466
75mm-8-1.2 8 75 605 205 1,384 0.422
75mm-10-1.2 10 87 755 203 1,548 0.381
75mm-12-1.2 12 100 905 203 1,679 0.344
75mm-5-1.2-110 5 56 520 201 948 0.471
75mm-7-1.2-110 7 68 740 203 1,179 0.414
75mm-10-1.2-110 10 87 1070 204 1,381 0.338
32mm-5-0.57 5 179 380 210 1,012 0.482
32mm-10-0.57 10 334 755 210 1,848 0.441
32mm-12-0.57 12 396 905 209 1,974 0.393
50mm-5-0.57 5 124 380 206 996 0.483
50mm-10-0.57 10 223 755 205 1,939 0.473
50mm-12-0.57 12 262 905 205 2,119 0.431
解析ケース
ボルト
列数
導入軸力(kN)
(平均)
継手長さ
(mm)
75 38
0.57
1.2
すべり荷
重(kN)
すべり
係数
母板厚
(mm)
連結板厚
(mm)
板幅
(mm)
すべり/降伏
耐力比β
連結板/母板
降伏耐力比γ
1.23
0.57 1.08
0.95
32 19
50 26
0.57
1.05
75mm-10-0.64 15 222 755 206 2,963 0.479
75mm-12-0.64 18 262 905 206 3,492 0.470
75mm-10-0.64-g66 15 222 755 206 2,967 0.480
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 ここでは，すべり耐力試験の試験体の構造諸元を参考に，β（=0.57），母板厚（=75mm），ボルト中心
間隔（=75mm）を一定とし，ボルト列数を変化されたケースを基本ケースとして設定した．そして，基
本ケースを基づき，ボルト配置および母板の断面形状の影響を解明するため，他のケースを設定した．
ボルト配置の影響については，ボルト中心間隔（110mm と 150mm）を変化すること，一行配置および
千鳥配置の比較に着目し，解析ケースを設定している．母板の断面形状の影響については，β（0.95 と
1.2）を変化すること，および板厚・板幅を変化することを着目し，解析ケースを設定している． 
 また，表-5.2.1 の中の βとすべり係数 μは，それぞれ式（5.2.1），（5.2.3）で定義される． 
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ここで， 
Pd：設計すべり耐力，W：板幅，d：ボルト孔径（=24.5mm），t1：母板厚， 
σy：解析で設定した母板の降伏応力，μ0：摩擦係数，m：接触面の数（=2），n：ボルト列数， 
N0：設計ボルト軸力（=205 kN），PSL：すべり耐力，N1i：i 番目ボルトの導入軸力， 
 
 
5.3 解析結果 
 
5.3.1 ボルト配置の影響 
 
（1）荷重-相対変位関係 
 引張荷重および母板と連結板の内側相対変位の関係を図-5.3.1 に示す．内側相対変位は母板の軸方向
変位と連結板の軸方向変位の差であり，その計測位置を図-5.3.2 に示す．図中の点線はすべり発生を定
義する評価基準の一つである相対変位量の閾値 0.2 mm を示している（5.6）． 
図-5.3.1 より，ボルト列数を一定とした場合，ボルト中心間隔が大きくなるに従い，各解析ケースに
共通して最大荷重到達時の相対変位が大きくなっていることがわかる．また，3 列と 5 列の場合のよう
に，最大荷重到達時がすべり発生となるものや，10 列と 12 列の場合のように，内側相対変位が閾値 0.2 
mm に達した時がすべり発生となっている．よって，ボルト中心間隔にもよるが，最大荷重もしくは内
側相対変位のいずれかですべり発生が決定されているといえる． 
荷重-相対変位関係における初期剛性については，ボルト中心間隔の影響を受け，同じボルト列数ではボ
ルト中心間隔が大きいほど初期剛性が大きくなっている．これは，β を一定とした場合，同じ荷重レベ
ルで，ボルト中心間隔が大きいケースでは母材の荷重分担が大きくなるため，母板の伸び量が大きくな
るためと考えられる． 
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（a）3 列の場合               （b）5 列の場合 
 
 
（c）8 列の場合               （d）10 列の場合 
 
 
（e）12 列の場合               （f）千鳥配置の場合 
図-5.3.1 荷重-内側相対変位 
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図-5.3.2 相対変位の計測位置およびボルト位置 
 
 
（a）千鳥配置 75mm-12-0.64 
  
（b）A の場合（ジグザグ） 
図-5.3.3 千鳥配置の数え方 
 
ボルト中心間隔の影響を検討するため，ボルト列数が 5 列および 10 列，それぞれのボルト中心間隔
が 75mm，110mm，150mm の解析ケースを比較する．図-5.3.1 の（b）に示すように，5 列の場合では，
ボルト中心間隔が大きいケースの方が，相対変位がやや大きくなる傾向にあるが発生する相対変位も小
さく，ボルト中心間隔の違いによるすべり荷重には顕著な差は見られないため，ボルト中心間隔がすべ
り荷重に与える影響は少ないと考えられる．一方，図-5.3.1（d）に示されるように，10 列の場合では，
ボルト中心間隔が大きいケースの方が，相対変位は大きくケース間で顕著な差が認められ，すべり荷重
が小さくなることから，ボルト中心間隔がすべり荷重に影響を与えているといえる． 
千鳥配置の影響を検討する場合，一行配置とはボルト本数が異なるため，千鳥配置における荷重-相対
変位関係は，一行配置と直接比較できないが，そのすべり発生前後に対する相対変位の比較ができる．
例えば，千鳥配置 75mm-10-0.64，75mm-10-0.64-g66 のすべり荷重は，最大荷重に近づいており，すべり
係数（=0.479，0.48）の低下が見られないこと，一行配置の 75mm-10-0.57 のすべり荷重も最大荷重とほ
ぼ一致し，すべり係数（=0.482）も低下しないことから，千鳥配置の 75mm-10-0.64，75mm-10-0.64-g66
は，一行配置の 75mm-10-0.57 に相当すると考えられる．一方，千鳥配置の 75mm-12-0.64，
75mm-12-0.64-g66 のすべり荷重は，内側相対変位 0.2mm に達した時の引張荷重であり，すべり係数はそ
れぞれ 0.470，0.453 となっていること，一行配置の 75mm-12-0.57 のすべり荷重も内側相対変位 0.2mm
に対する引張荷重とほぼ一致し，すべり係数は 0.459 となっていることから，千鳥配置の
75mm-12-0.64-g66 は，一行配置の 75mm-12-0.57 に相当すると考えられる．そのため，千鳥配置のボル
ト列数の数え方は，図-5.3.3（b）に示すようなジグザグで数える場合において，すべり係数は一行配置
のすべり係数と同じ結果になっていることがわかった．したがって，千鳥配置継手に対し，ボルト本数
ボルト1     2            3...                                                                    12
内側 中央 外側
5.5mm 5.5mm37.5mm 37.5mm
A
B
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をジグザグでの数え方を用いて，すべり挙動を評価することがよいと考えられる． 
75mm-12-0.64 と比べ，千鳥配置の 75mm-12-0.64-g66 のすべり荷重が小さくなっているのは，
75mm-12-0.64 の幅縁端距離が 45mm であることと比べ，75mm-12-0.64-g66 の幅縁端距離が 65mm と大き
くなっていることが要因となり，すべり荷重が小さくなっていると考えられる． 
 
（2）ボルトの分担摩擦力 
 図-5.3.4 にすべり発生時のボルト 1 本あたりの分担摩擦力の分布を示す．図の縦軸は図-4.3.6 と同じよ
うに，各ボルト列の分担摩擦力をボルト 1 本あたりのすべり耐力 Scr で除して無次元化した値を，横軸
はボルト位置を表している．  
 図-5.3.4 より，5 列の場合，すべり発生時において，ほぼすべてのボルト列で無次元化分担摩擦力（分
担摩擦力/すべり耐力）が均一で，1 に近い状態になっていることがわかる．一方，10 列の場合，すべり
発生時において，各ボルト列の無次元化分担摩擦力はボルト中心間隔によって異なっている． 
 また，内側ボルト列で無次元化分担摩擦力が 1 より大きく，外側ボルト列でそれが 1 より小さくなっ
ていることもわかる．これは，連結板と母板に作用する断面力の偏心によって生じる付加曲げモーメン
トにより，接触面に働く垂直応力が異なるためと考えられる． 
 ボルト中心間隔に着目し，ケース 75mm-10-0.57 および 75mm-10-0.57-110，75mm-10-0.57-150 を比較
すると，内側ボルトと外側ボルトで無次元化分担摩擦力が 1 となっているが，中央ボルトではその値が
ケース 75mm-10-0.57 で 1，75mm-10-0.57-110 で 0.6，75mm-10-0.57-150 で 0.4 となっている．これは，
ボルト中心間隔が大きいケース 75mm-10-0.57-110 と 75mm-10-0.57-150 の場合，75mm-10-0.57 に比べ，
継手長さ L が長いほど，同じ応力に対する板伸びが大きくなり，早期に内側相対変位が 0.2mm に達する
ためと考えられる．したがって，分担摩擦力がボルト一本当たりのすべり耐力に到達しないボルトが存
在していることから，すべり荷重が低下する原因となっていると考えられる． 
 
 
 （a）5 列の場合 
図-5.3.4 ボルトの分担摩擦力 
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（b）10 列の場合 
図-5.3.4 ボルトの分担摩擦力（続き） 
 
（3）すべり係数 
 すべり係数とボルト列数の関係を図-5.3.5 に，すべり係数と継手長さ L の関係を図-5.3.6 にそれぞれ示
す．図-5.3.6 の横軸は，継手長さ L（連結板の中央から，連結板端部までの距離）としている．図中の凡
例で，n はボルト列数を示している． 
 道路橋示方書では，ボルト中心間隔を限定したこと，および設計上の簡易性を考慮したことによって，
ボルト列数ですべり係数を評価している．しかしながら，図-5.3.5 により，すべり/降伏耐力比 βとボル
ト列数を一定とした場合では，ボルト中心間隔を変化させるとすべり係数が異なっていることがわかる．
例えば，75mm-10-0.57 のすべり係数が 0.482 であることと比べ，75mm-10-0.57-110 で 0.449，75mm-10-0.57 
-150 で 0.361 となっている． 
 一方，図-5.3.6 に示すように，継手長さ L ですべり係数を整理したことは，ボルト列数，ボルト中心
間隔，縁端距離などの影響も評価できると考えられる．図より，継手長さ L が 750mm まででは，すべ
り係数はほぼ一定であり，750mm 以上の場合，継手長さ L の増加に伴ってすべり係数は低下している．
例として，継手長さが近くなるケース 75mm-10-0.57-110（L =1070mm），75mm-8-0.57-150（L =1130mm）
のすべり係数がそれぞれ 0.449，0.451 となって，ほぼ一致しているが，同じボルト列数の 75mm-10-0.57 
-150（L =1430mm）すべり係数は 0.361 と小さくなっている． 
 結果として，長い継手を対象としてすべり係数を検討する場合において，ボルト列数と比べ，継手長
さ L 値ですべり係数を評価する方が，ボルト列数とボルト中心間隔の影響を統一的に評価できると考え
られる． 
 千鳥配置の場合，すべり係数の低下の傾向は，一行配置の場合と比較し，ほぼ同じ傾向であることが
確認された．また，75mm-12-0.64 と比べ，75mm-12-0.64-g66 のすべり係数がわずかに小さくなっている
ことは，同列の幅縁端距離で比べ，75mm-12-0.64-g66 で 65mm，75mm-12-0.64 で 45mm となっているた
めと考えられる． 
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図-5.3.5 すべり係数とボルト列数の関係 
 
 
図-5.3.6 すべり係数と継手長さ L の関係 
 
5.3.2 すべり/降伏耐力比βとボルト列数の影響 
 
（1）荷重-相対変位関係および連結板の軸方向応力 
 引張荷重 P と母板と連結板の内側相対変位の関係を図-5.3.7 に示す．図中の段階①は，βの影響によっ
てケース間の内側相対変位が異なり始める時点であり，段階②は内側相対変位が 0.2mm に達した時点で
ある．ここでは，β の影響を検討するため，5 列，8 列，12 列それぞれの，β が 0.57，0.95，1.2 の解析
ケースを比較している． 
 図より，βが 0.95 と 1.2 のケースでは，荷重レべルが低い段階（図中の①）に達してからの内側相対
変位が急増している．5 列の場合，β が大きいケースの方が，相対変位が大きくなっているが，すべり
発生時の相対変位が小さいため，相対変位がすべり荷重に与える影響は少ないと考えられる．8 列と 12
列の場合，β が大きいケースの方が，相対変位が大きく，β の違いによる相対変位にも差が認められ，
相対変位がすべり荷重に影響を与えている． 
 一方，図-5.3.7 より，各ケースのすべり荷重が βの違いによって異なっているが，ボルト列数が同じ 
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である試験体の最大荷重はほぼ一定となっている．β を 1.2 とした 75mm-8-1.2，75mm-12-1.2 の最大荷
重は，降伏荷重（1380kN，2060kN）より大きくなっている．この要因として，降伏荷重の計算に対す
る純断面積を 1.1倍増ししていないこと，および解析モデルにおける降伏後の 2次勾配をヤング率の 100
分の 1としたことであると考えられる． 
 
 
（a）5列の場合               （b）8列の場合 
 
 
（a）12列の場合                
図-5.3.7 荷重-内側相対変位 
 
 連結板の軸方向応力の分布を図-5.3.8 に示す．図中の①と②段階は，図-5.3.7 の中の①と②に，それぞ
れ対応している．  
 図-5.3.8より，段階①では，連結板の軸方向応力が小さく，降伏応力に達していないことがわかる． 
βの影響に着目すると，同じ荷重レベルでは βが大きいほど，連結板の軸方向応力が大きくなっている
ことがわかる．また，4章では，連結板の応力の板幅方向分布，および内側相対変位の板幅方向分布が
非線形となっていることがわかっている．その結果，図-5.3.7に示すように，ある荷重（図中の①）を
超えると，内側相対変位量が βの違いによって異なっている．一方，荷重が小さい段階では内側相対変
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位が βに関係なく，荷重の増加によって大きくなっている要因は，載荷初期（段階①まで）では，相対
変位量が 0.05mmより小さくなり，応力の影響があまりないと考えられる． 
 段階②では，軸方向応力が大きくなり，βが大きいケース（0.95と 1.2）の内側における軸方向応力は
降伏応力に達していることが確認できる．これは，βが大きいことによって板幅が小さくなることで母
板と連結板の断面積が小さくなり，軸方向応力が大きくなったためである．その結果，8列と 12列の場
合，βが大きいほど，軸方向応力が大きくなり，内側相対変位が早期に 0.2mmに達しており，すべり荷
重が小さくなったと考えられる． 
 
 
（a）5列の場合 
 
 
（b）8列の場合 
図-5.3.8 連結板の軸方向応力 
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（c）12列の場合 
図-5.3.8 連結板の軸方向応力（続き） 
 
（2）すべり係数 
 図-5.3.9にすべり係数と βの関係を示す．図中の低減係数は文献（5.9）を参考している． 
 図-5.3.9より，3列と 5列の場合，すべり係数がほぼ一定で，βの違いによる差異が見られなかった． 
8 列，10列，12列の場合，βが大きくなると，すべり係数が低下していることがわかった．その低減傾
向は参考文献（5.9）の低減係数とほぼ一致している．図より，8列のすべり係数は低減係数と同じで，
10 列と 12列のすべり係数が低減係数より顕著に小さくなっている．これは，多列の影響で，ボルト列
の分担摩擦力が，ボルト 1 本分あたりすべり耐力より小さくなっているためと考えられる． 
図-5.3.10にすべり係数と βL の関係を示す．図の横軸は，継手長さ Lとすべり/降伏耐力比 βとを乗じ
た値 βL であり，継手長さとすべり/降伏耐力比の影響を考慮できるパラメータとして選定した．図より，
いずれのケースにおいても βLが 360mm程度になると，すべり係数が低下している．さらに βLが 360mm
程度から，βL値の増加に伴い，すべり係数が低下する．また，多列配置の βが大きいケース 75mm-12-0.95，
75mm-12-1.2 では，継手長さが同じ 75mm-12-0.57に対して，βL値が 75mm-12-0.57より大きく（860と
1090），すべり係数は，75mm-12-0.57より低下している．したがって，多列配置継手において，βL値で
すべり係数を整理したことは，βがすべり係数に与える影響が評価できると考えられる． 
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図-5.3.9 すべり係数と βの関係 
 
 
図-5.3.10 すべり係数と βLの関係 
 
5.3.3 母板の断面形状とボルト列数の影響 
 図-5.3.11にすべり発生時の内側相対変位の板幅方向分布を示す．図の縦軸は，図-5.3.12に示すように，
板幅中心から縁端に向かう Y 方向の距離を，横軸は A-A断面における母板と連結板の内側相対変位を
それぞれ示す．図中の赤色実線は各ケースの相対変位の板幅方向分布の近似式を示す．この近似式は，
βを一定（=0.57）とし，板厚と板幅を変化させ，ボルト列数が 5列，10列，12列のケースにおいて，
すべり発生時の内側相対変位の板幅方向分布形状から得られ，式（5.3.4）で定義されている．また，こ
の近似式の相関係数 R2は，0.94である． 
 
1991.0)
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2
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
          
（5.3.4） 
ここで， 
δ：板幅中心点 aの内側相対変位，W：板幅 
 
0.300 
0.350 
0.400 
0.450 
0.500 
0.00 0.50 1.00 1.50 
す
べ
り
係
数
すべり/降伏耐力比
3列
5列
8列
10列
12列
低減係数
0.300 
0.350 
0.400 
0.450 
0.500 
0 500 1000 1500
す
べ
り
係
数
βL (mm)
3列
5列
8列
10列
12列
87 
 
 
図-5.3.11 すべり発生時の内側相対変位の板幅方向分布 
        
図-5.3.12 断面 A-A および点 aの位置 
 
図-5.3.13 すべり発生時の板幅中心点 aの内側相対変位 
 
図-5.3.13に各ケースのすべり発生時の板幅中心 a点（A-A断面）の内側相対変位を示している．図中
の赤色実線は，図-5.3.11から得られた近似式である．図-5.3.13より，各ケースの a点の内側相対変位が
近似式に近くなっていることがわかった．したがって，近似式によって板幅と内側相対変位の関係を考
察することが可能だと考えられる． 
 図-4.3.13のすべり係数とボルト列数の関係によって，板幅が広い方がすべり係数が低下することがわ
かった．また，図-5.3.13より，板幅縁端の相対変位が一定（=0.2mm）とし，板幅中心の相対変位 δが
板幅の増加に伴って小さくなっている．すなわち，板幅縁端の相対変位が 0.2mmに達した時点の δが小
さくなり，すべり荷重は小さくなっていると考えられる． 
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 相対変位 0.2mm時点の板幅縁端の相対変位と板幅中心の相対変位 δの比率を式（5.3.5）で板幅補正係
数 αと定義すると，これを用いることで，板幅増加に伴うすべり荷重の低下の関係を表現できると考え
られる． 
                   


2.0

                  
（5.3.5） 
  表-5.3.1に各解析ケースにおける αを示す．表中では，32mm-12-0.57では，板幅中心点 aの相対変
位 δが 0.1mm程度と小さくなり，板幅補正係数 αが 2に近くなっていることがわかった．そのため，す
べり/降伏耐力比 βとボルト列数を一定とした場合，板幅補正係数 αが大きいほど，すべり荷重が小さく
なっていると考えられる．一方，少数列の場合，すべり荷重は最大荷重とほぼ一致しているため，相対
変位の板幅方向分布の影響が小さいと考えらる．  
 
表-5.3.1 各解析ケースにおける α 
 
 
 
5.4 すべり係数の評価 
 すべり係数の低減を一般的に評価するため，すべり係数と α，βと L の関係を試算している． 
 まず，すべり係数 μと αβL値の関係は， 
75mm-8-0.57 130 0.184 1.086
75mm-10-0.57 157 0.179 1.118
75mm-12-0.57 190 0.172 1.166
75mm-7-0.57-110 117 0.186 1.073
75mm-10-0.57-110 157 0.179 1.118
75mm-6-0.57-150 104 0.188 1.061
75mm-8-0.57-150 130 0.184 1.086
75mm-10-0.57-150 157 0.179 1.118
75mm-12-0.57-150 190 0.172 1.166
75mm-8-0.95 88 0.191 1.048
75mm-10-0.95 104 0.188 1.061
75mm-12-0.95 120 0.186 1.076
75mm-6-1.2 62 0.194 1.031
75mm-8-1.2 75 0.193 1.039
75mm-10-1.2 87 0.191 1.047
75mm-12-1.2 100 0.189 1.058
75mm-7-1.2-110 68 0.193 1.034
75mm-10-1.2-110 87 0.191 1.047
32mm-10-0.57 334 0.127 1.580
32mm-12-0.57 396 0.101 1.982
50mm-10-0.57 223 0.163 1.226
50mm-12-0.57 262 0.152 1.319
75mm-10-0.64 222 0.163 1.224
75mm-12-0.64 262 0.152 1.319
75mm-10-0.64-g66 222 0.163 1.224
75mm-11-0.64-g66 250 0.155 1.287
75mm-10-0.64-g66 262 0.152 1.319
解析ケース
板幅
(mm)
δ
(mm)
α
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nmj L



                                 （5.4.1） 
と仮定している． 
 ボルト列数が 3列と 5列の場合，すべり係数が一定となっているが，8列，10列，12列の場合，すべ
り係数 μが αjβmLn値の増加に伴い，低下している．そして，式（5.4.1）の左右辺を対数すると， 
 
Lnmj logloglogloglog           （5.4.2） 
 
となる． 
 回帰分析を用いて，logκ，j，m，nの値がそれぞれ 0.699，0.357，0.41，0.375 となっている．したが
って，すべり係数 μと αβL値の関係は， 
 
375.041.0357.0
669.010
L


                         （5.4.3） 
となる 
 図-5.4.1に式（5.4.3）によって算出したすべり係数の評価を示している．ここでは，ボルト列数とボ
ルト中心間隔の影響を総合的に考慮するため，継手長さ L（連結板の中央から，連結板端部までの距離），
すべり/降伏耐力比 β，および母板断面形状の影響を受けている αに着目して，すべり係数を整理した．
図の横軸は回帰分析によってえられた値 α0.357β0.41L0.375である．図より，式（5.4.3）に対し，α0.357β0.41L0.375
値が 10.3以下の場合，すべり係数がほぼ一定となっており，α0.357β0.41L0.375値が 10.3以上の場合，すべ
り係数が低下していることがわかった．なお，解析結果は式（5.4.3）と比べ，ほとんど一致しているこ
とを示した．したがって，多列配置継手では，各種構造因子の影響を検討する場合において，継手長さ
を考慮できる α0.357β0.41L0.375値ですべり係数を評価する方が，ボルト列数と母板の断面形状などの構造因
子を統一的に評価できることから望ましいと考えられる． 
 図-5.4.2にすべり係数の低減と αβL の関係を示す．横軸は，図-5.4.1と同じように，αと βと L との乗
じた値 α0.357β0.41L0.375であり，縦軸は，各ケースのすべり係数の低減をそれぞれ表している． 
 図より，α0.357β0.41L0.375値が 10.3以下の場合では，各ケースのすべり係数がほぼ一定となっており，す
べり係数の低減がほぼ見られない．一方，α0.357β0.41L0.375値が 10.3以上の場合では，すべり係数が低減し
ており，その低減が α0.357β0.41L0.375値の増加に伴い，大きくなっていることがわかった．そのため，板幅，
すべり/降伏耐力比，継手長さ（ボルト列数，ボルト中心間隔）などの構造因子中の 1つが変化すれば，
すべり係数が異なることを示している． 
 解析結果より同定したすべり係数の低減式を，ボルト中心間隔が道路橋示方書で定められている最小
間隔である 75mmとし，すべり/降伏耐力比を 0.7とした場合の道路橋示方書の低減係数と比較した．そ
の結果，α0.357β0.41L0.375値が 11.5までのすべり係数の低下について，解析結果による低減式と道路橋示方
書とよく一致している．また，α0.357β0.41L0.375値が 11.5 を超える場合に関しては，解析結果による低減式
は，道路橋示方書の範囲以外であり，道路橋示方書との比較はできないこととなっている． 
 さらに，解析結果による低減式を，ボルト中心間隔が亀井らの解析モデルにおけるボルト中心間隔の
中間値 112.5mmとし，すべり/降伏耐力比を 0.8~1.2 の範囲内とした場合の亀井らの低減式と比較した．
その結果，α0.357β0.41L0.375値が 12以下の範囲において，本解析結果と比べ，亀井らの低減式の方が下回 
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図-5.4.1 式（5.4.3）によるすべり係数の評価 
 
図-5.4.2 すべり係数と αβL の関係 
 
図-5.4.3 すべり係数の低減と L の関係 
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っていることがわかった．これは，本解析では，厚板における少数列のすべり係数が低下していないた
めと考えられる．また，α0.357β0.41L0.375値が 12以上の範囲において，本解析結果の方が下回っているこ
とは，多列の影響で，すべり係数の低下が大きくなっているためと考えられる． 
 図-5.4.3に解析結果による低減式 5.4.3について，すべり係数の低減と継手長さ L の関係を示す．図よ
り，すべり係数の低減は βの増加に伴って大きくなっている．また，同じ βに対し，母板厚が薄いほど
すべり係数の低減が大きくなっていることがわかる． 
 
 
5.5 結論 
 第 5 章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手に着目し，ボルト配置（ボルト中心間隔），すべり/降
伏耐力比 β，母板の断面形状などがすべり係数との関係を着目し，板厚 75mm までのすべり係数の低下
の解明を目的とし，FEM解析を行った．ここでは，板幅補正係数 α，すべり/降伏耐力比 β，および継手
長さ L によってすべり係数を評価し，以下のことを明らかにした．  
（1）ボルト中心間隔が大きくなると母板と連結板の内側相対変位が大きくなり，12 列の場合では，す
べり係数が最大 2割程度低下することがわかった．ボルト列数，ボルト中心間隔の影響を考慮し，継手
長さ L ですべり係数を整理した場合では，継手長さが 750mm までには，すべり係数の変化がみられな
いが，継手長さが 750mm を超えると，継手長さの増加に伴い，すべり係数は低下していることを示し
た． 
（2）厚板多列（板厚 75mmまで，ボルト列数 12列まで）の場合，すべり/降伏耐力比 βが大きくなると，
すべり係数が低下していること，およびボルト列数の影響で，すべり係数の低下率が異なっていること
によって，すべり/降伏耐力比 βと継手長さ Lに着目して，すべり係数を整理した．すべり係数と βLの
関係により，βL が 450mm まで小さい場合，すべり係数はほぼ一定となっており，βL が 450mm より大
きい場合，すべり係数が βL の増加に伴い低下していることを示した． 
（3）板厚 32~75mm，板幅 64~396mmの範囲で，解析ケースの内側相対変位と板幅の関係によって，板
幅が広げると，板幅縁端の相対変位と板幅中心の相対変位の比率（板幅補正係数）α が大きくなってい
る．αが大きくなると，内側相対変位が 0.2mmに達した時点に対する引張荷重が小さくなっており，す
べり係数が低くなっていることがわかった．  
（4）解析結果の回帰分析によって，すべり係数と αβL の関係が求められた．αβL ですべり係数を整理
することは，母板の断面形状，すべり/降伏耐力比，ボルト列数，ボルト中心間隔，継手の縁端距離など
各種構造因子がすべり係数に与える影響を統一的に評価できることを示した．その結果，α0.357β0.41L0.375
値が 10.3程度になると，すべり係数は一定とし，低下していないことを示した．α0.357β0.41L0.375値が 10.3
以上の場合，α0.357β0.41L0.375値の増加に伴い，すべり係数が低下することがわかった．また，α0.357β0.41L0.375
値が 11.5について，道路橋示方書と概ね一致している．α0.357β0.41L0.375値が 11.5 以上について，道路橋示
方書の提案の範囲外である． 
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第 6章 結論 
 
 本論文では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象として，すべり発生時のメカニズムを明らかに
すること，および各種構造要因が高力ボルト継手のすべり挙動に与える影響を評価することを目的とし，
一連のすべり耐力試験，解析を実施した．本論文は 6 章より構成されており，各章で得られた主な結論
を要約すると，以下のとおりである． 
  
第 1章では，本論文の背景，および高力ボルト摩擦接合継手を対象とした既往研究について述べ，本
論文の位置づけと目的を明確にして，各章の概要を述べた． 
 
第 2 章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手を対象に，ボルト列数とすべり耐力の関係に注目し，
すべり耐力試験を行った．対象とした試験体の構造諸元は，実物の 3分の 2縮小モデルとし，高力ボル
トの呼び径 M16，母板厚 50mm，ボルト列数最大 12 列である．また，試験体の接触面にショットブラ
ストで処理した．本章により得られた主な結論を以下に示す. 
 
（1）すべり先行型の試験体では, 大きな荷重低下ともに相対変位が大きく増加し，主すべりが発生した．
4列のすべり先行型の試験体と比べて, 8列および 12列のすべり先行型の試験体では，4列の場合に
見られるようなほぼ同時に一様にすべりが発生するのではなく，端部のすべりがやや先行し，その
後，継手中央部ですべりが発生し，主すべりに至ったと判断できた．これは列数が増加するにつれ
て，荷重伝達が継手全体で均等に行われなくなるためと考えられる．降伏先行型の場合，母板およ
び連結板の局部降伏が進展し，その部位におけるボルト近傍での相対変位が大きくなり，ある荷重
レベルで相対変位が大きく増加した．両者の荷重－相対変位関係は大きく異なっていることを確認
した． 
（2）主すべり発生時の各ボルトの軸力低下率の平均値は，ボルト列数の増加に伴って大きくなった．
主すべり発生時のボルト軸力低下率については，各試験体シリーズの中央に配置されたボルトの軸
力低下率がおよそ 8%を超えると主すべりが発生するという結果を得た．また，βの影響については
β が大きい降伏先行型の試験体は β が小さいすべり先行型より, 主すべり発生時のボルトの軸力低
下率が大きくなっていることが確認できる.これは, 降伏先行型ではすべり発生前に, 端部のボルト
近傍の局部降伏が大きくなっているためと考えられる. 
（3）載荷前のボルト軸力の平均値ですべり係数を評価した場合，亀井らの提案式が平均値曲線である
ことを考慮すると，8列については亀井らの提案式とよい一致が見られた．12列の場合のすべり係
数の低減率については，亀井らの提案の範囲外であり，ISO の提案式が参考となるが，本試験の結
果はこれを大きく下回る結果となった．この原因としては，荷重伝達メカニズムに関係する列数増
加に伴うすべり係数低減の他に，列数の増加に伴って初期不整(初期たわみ)の影響が大きいと考え
られる．一方, 列数が多い場合，すべり係数に対して列数が支配的となり，β の影響が小さくなっ
ていると考えられる． 
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 第 3章では，高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動を，FEM 解析によって検討するにあたり，使用す
るモデル，および解析手法の妥当性について，すべり耐力試験の結果と FEM 解析の結果との比較から
検討し，以下のことを明らかにした． 
 
（1）ボルト列数が 8列および 12列のすべり先行型の場合に対して再現解析を実施した．そして，得ら
れた解析結果とすべり耐力試験の結果とを比較し，再現解析の妥当性を検証した．その結果，荷
重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係については，ボルト列数が 8列と 12列
のそれぞれに対して，両者がおおむね一致していることを確認した．継手の内側と外側に配置さ
れたボルトの軸力の低下性状については，3分の 1のすべり荷重レベルまではすべり耐力試験の結
果と解析結果とは一致したものの，3分の 1のすべり荷重レベルからは異なり，すべり耐力試験の
結果を再現することはできなかった．一方，継手中央に配置されたボルトの軸力低下については，
両者はおおむね一致した． 
（2）すべり先行型の再現解析で決定した摩擦係数を用いて，ボルト列数が 12 列の降伏先行型の場合に
対して再現解析を実施した．そして，得られた解析結果とすべり耐力試験との結果を比較し，解
析の妥当性を検証した．その結果，荷重-相対変位関係，荷重-ボルト軸力関係，荷重-ひずみ関係
については，両者がおおむね一致していることを確認した．すべり先行型の比較と同様，継手の
内側と外側に配置されたボルトの軸力については，最大荷重近傍の荷重レベルにおけるボルト軸
力の低下性状が両者で異なり，解析においてそれを再現することはできなかった．一方，継手中
央に配置されたボルトの軸力低下については，両者はおおむね一致した． 
（3）再現解析のモデルでは，動摩擦係数を静止摩擦係数と等しいと仮定し，すべり発生を最大荷重到
達時としてすべり荷重を定義した．そのため，ボルト列数が 8 列の試験体 No. 6-1 とボルト列数が
12列の試験体 No. 7-3 の再現解析において，それぞれの試験結果とほぼ同じすべり荷重を得た．し
かし，3 体ずつ行った試験結果のすべり荷重の平均値では，試験結果と再現解析の結果に 3％以内
の差異がみられた．このように，試験結果そのものについても各種の要因の影響を受けばらついて
おり，解析結果との比較をどのようにすべきかについて，すべり発生の適切な定義，評価の方法と
も関連し，重要である．以上のことから，総合的に判断すると，本解析モデルと解析手法により，
すべり係数の低下，ボルトの軸力低下，荷重伝達メカニズムについては，解析ケースの相対比較に
よる検討が可能と考えられる．  
（4）本解析では，すべり発生までの挙動を検討の対象とし，摩擦係数に一定値を与えている．そのた
め，すべり耐力試験で見られたすべり発生時の荷重低下は見られず，すべり発生時の相対変位量に
も着目してすべり判定を行う必要がある．すなわち，すべり耐力試験の多列継手の内側と外側の相
対変位が中央相対変位より大きくなること，その閾値として 0.2mmが妥当であることなどのすべり
耐力試験の事実に基づいてすべり発生を定義することとし，解析におけるすべり発生は，「最大荷
重発生時，もしくは母板と連結板の接触面の内側相対変位が 0.2mmに達した時のうち，内側相対変
位が小さい方の時点」と定義した． 
 
 第 4章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手に着目し，すべり/降伏耐力比 β，母板の断面形状，連
結板/母板降伏耐力比 γが，すべり挙動に与える影響や多列継手におけるすべり係数低下のメカニズムの
定量的な解明を目的として，FEM 解析を行った．本章により得られた主な結論を以下に示す． 
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（1）解析におけるすべり定義をもとに，荷重と相対変位関係により，ボルト列数が少ない場合，すべ
り荷重は最大荷重で定義され，ボルト列数が多い場合，すべり荷重は内側相対変位が 0.2mmに達し
た時の荷重と定義される． 
（2）板厚 32，50mm の場合，内側と外側のボルトの軸力低下率が高く，中央のボルトの軸力低下率は
低く，その値はボルト位置によらずほぼ一定である．しかし，板厚 75mmの場合では，外側のボル
トの軸力低下率は，板厚 32mm，50mm のそれより低く，中央のボルトの軸力低下率とほぼ同じか
さらに低い．また，β が大きい場合，引張荷重により生じる板の伸びから来るポアソン効果が大き
く，ボルトの軸力低下率が大きくなっている．γ が大きいケースでは，連結板の断面積大きく，軸
方向応力が小さくなり，ポアソン効果も小さくなるため，軸力低下率が小さくなっている． 
（3）すべり発生時のボルト 1本の分担摩擦力分布に着目すると，8列以下の場合では，各ボルトの分担
摩擦力がボルト 1本あたりすべり耐力 Scrにほぼ等しく，均等になっている．一方，8列以上の場合，
内側と外側のボルトの分担摩擦力はボルト 1 本あたりすべり耐力 Scrにほぼ等しいが，継手中央の
ボルトが分担するボルト 1本の分担摩擦力はすべり耐力 Scrの 50%程度に低下している． 
（4）ボルト列数によりすべり係数を評価する場合，8 列以下の場合は列数によるすべり係数の変化は見
られず，有意な低下は見られない．一方，ボルト列数が 8列以上となる場合，すべり係数はボルト
列数の増加に伴い，低下する．その低下率は，板厚が薄く，板幅が大きいほど，大きくなっている．
また，βが大きいとすべり係数の低下率が大きくなるが，γが大きいとすべり係数の低下率が小さく
なる． 
 
 第 5 章では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手に着目し，ボルト配置（ボルト中心間隔），すべり/降
伏耐力比 β，母板の断面形状などがすべり係数との関係を着目し，板厚 75mm までのすべり係数の低下
の解明を目的とし，FEM 解析を行った．ここでは，母板の断面形状の関数 α，すべり/降伏耐力比 β，お
よび継手長さ Lによってすべり係数を評価し，以下のことを明らかにした．  
 
（1）ボルト中心間隔が大きくなると母板と連結板の内側相対変位が大きくなり，12 列の場合では，す
べり係数が最大 2 割程度低下することがわかった．ボルト列数，ボルト中心間隔の影響を考慮し，
継手長さ L ですべり係数を整理した場合では，継手長さが 750mm までには，すべり係数の変化が
みられないが，継手長さが 750mm を超えると，継手長さの増加に伴い，すべり係数は低下してい
ることを示した． 
（2）厚板多列（板厚 75mmまで，ボルト列数 12列まで）の場合，すべり/降伏耐力比 βが大きくなると，
すべり係数が低下していること，およびボルト列数の影響で，すべり係数の低下率が異なっている
ことによって，すべり/降伏耐力比 βと継手長さ Lに着目して，すべり係数を整理した．すべり係数
と βLの関係により，βLが450mmまで小さい場合，すべり係数はほぼ一定となっており，βLが 450mm
より大きい場合，すべり係数が βLの増加に伴い低下していることを示した． 
（3）板厚 32~75mm，板幅 64~396mmの範囲で，解析ケースの内側相対変位と板幅の関係によって，板
幅が広げると，板幅縁端の相対変位と板幅中心の相対変位の比率（板幅補正係数）α が大きくなっ
ている．αが大きくなると，内側相対変位が 0.2mmに達した時点に対する引張荷重が小さくなって
おり，すべり係数が低くなっていることがわかった．  
（4）解析結果の回帰分析によって，すべり係数と αβL の関係が求められた．αβL ですべり係数を整理
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することは，母板の断面形状，すべり/降伏耐力比，ボルト列数，ボルト中心間隔，継手の縁端距離
など各種構造因子がすべり係数に与える影響を統一的に評価できることを示した．その結果，
α
0.357
β
0.41
L
0.375 値が 10.3 程度になると，すべり係数は一定とし，低下していないことを示した．
α
0.357
β
0.41
L
0.375値が 10.3 以上の場合，α0.357β0.41L0.375値の増加に伴い，すべり係数が低下することがわ
かった．また，α0.357β0.41L0.375値が 11.5 について，道路橋示方書と概ね一致している．α0.357β0.41L0.375
値が 11.5以上について，道路橋示方書の提案の範囲外である． 
 
 
今後の課題 
 本論文では，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手のすべり挙動に着目して，多列化がすべり係数に与え
る影響，断面形状およびボルト配置などの構造要因がすべり係数に与える影響について，すべり耐力試
験と FEM解析を行い，検討した．その結果，8列以上の厚板多列継手においてすべり係数が低下する傾
向があること，列数が少ない厚板継手の場合，従来板厚の場合と比べ板の初期不整の影響を受けやすい
こと，継手の断面形状の影響に関しては，板厚より板幅の影響を強く受けることなどを明らかにすると
ともに，長い継手を対象とし，板幅の関数 α，すべり/降伏耐力比 β，継手長さ Lに着目し，すべり係数
の一般化の手法を提案した． 
 これらの結果をもとに，厚板多列高力ボルト摩擦接合継手の設計手法を提案するためには以下に示す
課題の解決が望まれる． 
 
（1）解析モデル，解析手法の高度化 
     ここでは，すべり発生までの挙動を解明することを前提に，摩擦モデルにはクーロンモデルを採
用し，動摩擦係数は考慮せず，静止摩擦係数のみを設定し，これがすべり後も変化しないものとし
て解析を行っている．今後は，すべり後の挙動も再現するために，すべり以後の動摩擦係数の導入
することが必要がある． 
   また，実際には，接触面の摩擦係数は部位によってばらつきを持っているが，簡便のため，均一
な摩擦係数分布として解析を行っている．しかしながら，より実際に近い挙動を再現するためには
これらの課題を克服する必要があり，解析モデル，解析手法の高度化が求められる．また，これら
の課題が解決されることで，すべり係数のばらつきの数値シミュレーションが可能となり，限界状
態設計における継手の部分係数設定に有益な情報を提供することが可能となる． 
（2）解析モデルにおけるすべり定義時の相対変位量 
 厚板多列高力ボルト摩擦接合継手では，対象としなかったボルト中心間隔がさらに長い場合，継
手長さがさらに長い場合において，すべり発生時の相対変位量についてデータを蓄積し，適切なす
べり定義時の相対変位量について議論する必要がある． 
（3）すべり係数低減式の一般化 
    ここでは，多列継手におけるすべり係数の一般化として，すべり／降伏耐力比 β，継手長さ L，
板幅Wの関数 αとの積の関数とすることを示し，一定の適用可能性を示した．なお，βを 0.57，0.95
と 1.2 のみ設定した．しかしながら，実績における βが 2 までの高力ボルト摩擦接合継手が使用し
ている．今後は，すべり係数の評価に対する一般化の手法を提案するため，β を 1.5 と 2 に近くな
るケースを対象とする必要がある．また，提案された手法に対し，すべり耐力試験を行い，その適
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用可能性について確認する必要がある． 
（4）砲台配置継手のすべり係数の評価法の確立 
    多列高力ボルト摩擦接合継手では，格子配置もあるが，砲台配置が採用されることも多い．した
がって，設計に適用可能な簡便な砲台配置継手のすべり係数評価手法の確立が求められる．しかし
ながら，砲台配置は格子配置と千鳥配置が複合された配置であり，すべり係数の評価にあたっては，
これらをどのように組み合わせて評価するかが問題となる．したがって，FEM 解析およびすべり耐
力試験により，砲台配置継手の荷重伝達機構を明らかにし，合理的なすべり係数評価法を提案する
必要がある． 
（5）異なる限界状態の耐力の検討 
 多列配置継手のすべり係数の低下は，各ボルトの分担摩擦力が不均等となり，中央のボルトで分
担摩擦力が低下することが原因であるため，この不均等を低減することで，継手耐力の向上が期待
される． 
内側および外側ボルト孔を拡大孔にすることによって，ボルトが支圧状態になる前の段階での母
板と連結板の相対変位を増加させ，結果，中央ボルト列の相対変位が増加することによる，分担摩
擦力の低下を低減することができると考えられる．また，すべり発生後の支圧状態では，分担摩擦
力がほぼ均等化されることから，多列による荷重の伝達効率の低下の割合は小さくなる． 
したがって，耐力評価で着目する限界状態を変えることで多列の影響が小さくなり，効率的な継
手が提案できる可能性が考えられる．今後，これらの適用可能性を検討する必要がある． 
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